
第４４回（平成 29年度第２回）
大分県事業評価監視委員会

資 料

報道関係・一般傍聴者

平成２９年１１月１４日(火)

トキハ会館 ５階 ローズの間



日時：平成29年11月14日（火）　10時00分～

場所：トキハ会館　５階　ローズの間

１．開会の辞

(1) 土木建築部長挨拶

(2) 委員長挨拶

２．対象事業説明

(1) 再 広域河川改修事業 久留須川 河川課

(2) 再 海岸環境整備事業 安岐海岸 河川課

(3) 事前 交通安全事業
国道５００号
鉄輪工区

道路保全課

《休憩》　 11:05～

(4) 再 道路改築事業
国道２１２号
耶馬溪道路

道路建設課

(5) 事前 経営体育成基盤整備事業 水崎地区 農村整備計画課

《昼食・休憩》　

(6) 再 中山間地域総合整備事業 竹田西部地区 農村基盤整備課

(7) 事後 道整備交付金事業 曽家中西線 林務管理課

３．その他

４．閉会の辞

(1) 事務局長挨拶 14:30予定

第44回（平成29年度第2回）大分県事業評価監視委員会

次   第



１．総括表

(1) 対象事業総括表 P0-1 ～

(2) 箇所図 P0-3 ～

２．対象事業

　土木建築部

(1) 【再】 広域河川改修事業 久留須川 P1-1 ～

(2) 【再】 海岸環境整備事業 安岐海岸 P2-1 ～

(3) 【事前】 交通安全事業 国道５００号　鉄輪工区 P3-1 ～

(4) 【再】 道路改築事業 国道２１２号　耶馬溪道路 P4-1 ～

　農林水産部

(5) 【事前】 経営体育成基盤整備事業 水崎地区 P5-1 ～

(6) 【再】 中山間地域総合整備事業 竹田西部地区 P6-1 ～

(7) 【事後】 道整備交付金事業 曽家中西線 P7-1 ～
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様式２－１

広域河川改修事業 ・ 一級河川番匠川水系久留須川

佐伯市直川大字上直見

再評価後５年未完成

事業採択年度 採択年度： 平成５年度 着工年度： 平成５年度

事業実施予定期間 当初：平成５年度～平成１５年度 変更：平成５年度　～　平成３２年度

計画概要 L=3.59km、築堤V=15,100m3、掘削V=236,500m3、護岸A=19,000m2、橋梁3基、堰・ポンプ4基

当初計画 第3回変更（H24年） 第4回変更（H29年）

計画期間 H5～H15 H5～H30 H5～H32

工種 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円）

築堤      18,000m3 19.3 15,100m3 37.2 15,100m3 37.2

掘削 146,000m3 151.2 171,700m3 460.8 236,500m3 665.4

護岸 23,000m2 305.1 19,000m2 790.9 19,000m2 790.9

橋梁 6基 292.4 3基 237.6 3基 237.6

堰・ポンプ 6基 251 4基 210.3 4基 210.3

用補・測試 1式 161 1式 375.6 1式 375.6

計 1180 2112.4 2317

変更内容・理由

事業年度 年度事業費 累計事業費 進捗率％ 摘要

全体（当初） 1180
　単位：百万円

H23年度まで 60 1737.4 護岸・掘削・築堤・橋梁・用補・測試 75%

H24 120 1857.4 護岸・掘削・測試 80%

H25 46 1903.4 護岸・掘削・測試 82%

H26 40 1943.4 掘削 84%

H27 45 1988.4 掘削 86%

H28 64 2052.4 掘削 89%

H29 40 2092.4 掘削 90%

H30 70 2162.4 掘削 93%

H31 70 2232.4 掘削 96%

H32以降残 84.6 2317 掘削 100%

事
業
の
概
要

事
業
費
の
推
移

・平成29年度までの事業進捗：90％
・河積拡大のための河床掘削を実施中
・用地買収率100％

事業の目的

平成９年、平成１６年洪水において家屋や田畑の浸水被害が発生しており、現在、河川改修を実施中ではあ
るものの、上流部は依然として未改修部分が残っており、河道断面の確保等の浸水原因の解消が図られない
ため、今後も浸水被害が発生する可能性がある。
　河川改修により洪水の発生に対して、家屋、道路、農地などの浸水被害の防止が図られるとともに、久留須
川周辺の住民の生活基盤の安定に寄与することができる。

事業進捗の状況

工　　　種

・出水による河川内堆積土砂の増
・JR橋上流区間を暫定整備に変更

全
体
事
業
概
要

再評価書

事業名・路線河川港地区名等

所在地・工区名

未着工・未完了の理由
大規模な掘削工事は河川環境に与える負荷が大きくなってしまうことが懸念される。また、河川工
事は非出水期での施工となるため、大幅な事業進捗が難しい状況である。環境に与える影響や予
算面等を総合的に勘案しながら事業の進捗を図っている。

再評価基準

－1-1－



様式２－２

費用便益の分析

事
業
の
必
要
性

対
応
方
針

継続

事業完了よる治水効果の発現を地域住民が待ち望んでいるため

対応方針案

理由

・番匠川水系河川整備基本方針（平成16年策定）
・番匠川水系河川整備計画（平成18年策定）
・番匠川水系河川整備計画【提内川圏域・久留須川圏域】（平成30年3月策定予定）
・安心・活力・発展プラン2015：大分県長期計画
・おおいた土木未来プラン2015：大分県土木建築部長期計画

◆事業の特殊性については以下の通りであり、前回評価時から変更はない。

当該事業は、通常行われている事業と変わりなく、技術的な問題はない。

事業の実効性

事業の成立性

事
業
環
境
の
変
化

社会状況等の変化

環境等への配慮

平成18年に策定された番匠川水系河川整備計画の変更を行っており、番匠川水系河川整備計画【提内川
圏域・久留須川圏域】を平成30年3月に策定する予定である。

◆地元情勢の変化については以下の通りであり、前回評価時から変更はない。

近年の気候変動やゲリラ豪雨等による全国的に水害が多発しており、地域住民としても河積の確保による
流下能力の向上を望んでいる。

これまでの事業により河道の拡幅や護岸整備を実施しており、治水安全度は向上しているが河道内には土
砂が堆積している区間が残っており、必要な河積を確保する必要がある。
近年、全国的に水害による被害が発生しており、事業完了までは地域住民も不安に感じており、事業に協
力的であることから引き続き事業を推進していく必要がある。

必要性・緊急性

事
業
手
法
・
工
法
の
妥
当
性

整備効果

地元情勢の変化

再評価書

過去の出水により堆積土砂が確認されたため、掘削に必要な事業費が増加した。
そのため、前回評価時よりも費用便益費が若干低下したが、便益が費用を大きく上回っている状況である。

事
業
実
施
環
境

事業採択時

事業の特殊性

◆整備効果については以下の通りであり、前回評価時から変更はない。

・河道断面の拡幅により流下能力を向上し、家屋・田畑・道路等の浸水被害の軽減を図ることができる。
・度重なる浸水被害を防ぐことより、出水時における本地区の生活基盤の安定を確保する。
・国道や市道等の浸水被害解消により、緊急輸送路や避難経路を確保でき、水防活動の円滑化や孤立集
落を防ぐことができる。

工法の妥当性

◆工法の妥当性については以下の通りであり、前回評価時から変更はない。

・既設護岸を活かした片岸拡幅を採用
・従来の河川法線に沿った河川改修計画としている

コスト縮減

費用便益比（B/C)
費
用
便
益
分
析

・当河川は、旧直川町の中心部を流下しており、治水対策の重要性から河川改修への地元の理解及び要
望が強い。
　用地買収についても完了しており、地元住民は協力的である。

◆コスト縮減については以下の通りであり、前回評価時から変更はない。

・ＨＷＬを現況地盤高程度とし、背後が農地の区間は余裕高までの施工は行わない。
・片岸の拡幅、並びに既設護岸天端の嵩上げを行うことで可能な限り、既設護岸の有効利用を図る。
・堰の改築の際に可動堰化をポンプ補償とすることでコスト縮減を図った。

H24　再評価時 今回　再評価時

－ 2.4 2.1

◆環境等への配慮については以下の通りであり、前回評価時から変更はない。

・河道の拡幅にあたっては、片岸の掘削により河畔林や水際を生かし、河川環境の保全に努める。
・堰の改築には魚道を設置するなど、河川水面の連続性の確保を行う

－1-2－
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様式２－３

費用便益内訳書 金額単位 ： 千円

事業名 広域河川改修事業　　一級河川番匠川水系久留須川

総費用 (A) 施設名 整備規模 事業費 備考

河川改修費 １／２０ 2,223,000

維持管理費 758,000

投資期間

H5～H82

2,981,000 割引前の総費用

総便益 便益額 備考

家屋被害額 3,009,900

家庭用品被害額 1,136,700

測定期間 事業所償却被害額 1,282,700

H6～H82 事業所在庫被害額 520,700

農漁家償却被害額 31,800

農漁家在庫被害額 12,700

公共土木施設等被害額 10,179,000

農作物被害額 120,700

946,100

残存価値 110,000

17,350,300 割引前の総便益

総費用額 (C) 4,893,000 割引率を４％として事業費を現在価値化したものの合計

総便益額 (B) 10,029,000 割引率を４％として便益額を現在価値化したものの合計

（その他の整備効果）・・・貨幣価値換算して便益額を算出した項目以外

　・久留須川沿川住民の精神的不安を解消することができ、生活基盤の安定に寄与することができる。

　・浸水に伴う流出物の処理・清掃等の活動に伴う支出を抑えることができる。

費用便益
比率 (B/C)

10,029,000 ／ 4,893,000 ＝2.05≒2.1

合　　　　　計

評価項目

間接被害額（営業停止、家庭事務所応急対策）

合　　　　　計

－1-4－
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様式２－１

・ 安岐海岸

再評価後５年未完成

事業採択年度 採択年度： 平成13年度 着工年度： 平成13年度

事業実施予定期間 当初：平成13年度～平成18年度 最終変更：平成13年度～平成31年度

計画概要 ・施工延長　L=1,000m

・計画規模　30年確率（越波、風速）

計画期間 H13～H18 H13～H28 H13～H31

工種 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円）

人工リーフ 1式 2,600 1式 2,700 1式 1,840

緩傾斜護岸 1式 410 1式 410 1式 180

防砂柵 1式 140

測量試験費 1式 10 1式 90 1式 90

計 3,020 3,200 2,250

変更内容・理由

事業年度
年度事業費
（百万円）

累計事業費
(百万円）

進捗率％ 摘要

全体 2,250

H23年度まで 1,362 1,362 人工リーフ 61%

H24 108 1,470 人工リーフ 65%

H25 201 1,671 人工リーフ 緩傾斜護岸 74%

H26 216 1,887 人工リーフ 84%

H27 171 2,058 人工リーフ 緩傾斜護岸 91%

H28 51 2,109 緩傾斜護岸 94%

H29 78 2,187 防砂柵 97%

H30 30 2,217 防砂柵 99%

H31 33 2,250 防砂柵 100%

H32以降残 2,250 100%

事
業
の
概
要

事
業
費
の
推
移

・平成28年度末の事業進捗率は94%（事業費ベース）。

事業の目的

・人工リーフの整備により背後地の保全（侵食対策、高潮対策）を図る。
・緩傾斜護岸の整備により親水性の確保を図る。
・防砂柵の整備により背後地の保全（飛砂対策）を図る。

事業進捗の状況

工　　　種

・事業期間の増は海風による飛砂が背後地、道路に堆砂し、通行規制が発生することから防砂柵を追加。
・上記、防砂柵設置に関連する道路事業との事業進捗の整合に期間を要したため。
・事業費の減は人工リーフの既設ブロック再利用による工事費の減等による。

全
体
事
業
概
要

第１回変更（H22年度）当初計画 第２回変更（H29年度）

再評価書

事業名・路線河川港地区名等

所在地・工区名

未着工・未完了の理由

・他事業（道路事業）との事業進捗進度の整合のため期間を要した。

再評価基準

海岸環境整備事業

大分県国東市安岐町塩屋

－2-1－



様式２－２

費用便益の分析

■事業の成立性については下記のとおり。
（前回）上位計画は無し。 近隣に他事業無し。⇒
（今回）上位計画は無し。関連する道路事業化（H29）により今後の進捗状況に影響なし。

■事業の成立性については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】。
　 施工方法、出来型管理等において従来技術と同等である。

事業の実効性

事業の成立性

対
応
方
針

継続

本事業を継続し、完成させることにより、・浸水被害の防止：家屋143戸、田畑8.3ｈａ　・国道213号の浸水防
止による主要交通網の確保　・砂浜の侵食防止及び飛砂・飛沫の低減が図られるため継続とする。

対応方針案

理由

事
業
環
境
の
変
化

背後地の利用状況の変化
（社会・経済情勢の変化）

環境等への配慮

■背後地の利用状況については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】

　 生活に必要な道路以外にも、大分空港へのアクセス道路として利用

■地元情勢については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】

　 地元や関係市からの要望も強く、事業実施への理解、協力は得られている。
　　　H20.3　国東市→県　事業進捗要望　　　H20.3　地元区長→県　事業進捗要望
　　　H20.3　大分県漁協安岐支店→県　事業進捗要望

■必要性・緊急性については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】
必要性
 　地元からの要望も強く、災害対策・環境整備として整備の必要性は高い（地域も清掃活動に取り組んで
おり、毎年ボードセーリング大会等が開催される等利用者も多い海岸であることなどから、地元からも海岸
保全整備施設の整備に対する要望が大きい。）

緊急性
　 近年、越波及びそれに伴う堆砂による国道213号の通行制限や護岸被災が数回発生している。

必要性・緊急性

事
業
手
法
・
工
法
の
妥
当
性

整備効果

地元情勢の変化

2.1 2.3

■環境等への配慮については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】。
　 人工リーフの採用により景観への配慮状況を図っている。
　 捨石を台船に積載する際に洗浄し、汚濁発生源となる土や砂などを除去し投入時の汚濁発生を抑制して
いる。

事
業
の
必
要
性

再評価書

前回：総費用C=32億円、総便益B=65億円 ⇒ B/C=2.1
今回：総費用C=37億円、総便益B=87億円 ⇒ B/C=2.3

事
業
実
施
環
境

事業採択時

事業の特殊性

■整備効果については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】。
・公共サービスの向上
　対象区間には、大分空港と杵築市を結ぶ国道213号があり、整備により暴波時における主要幹線道路の
通行が確保できる。
・生活機会の拡大
　国道213号の浸水・堆砂による通行止めを防ぐことにより、暴波時における杵築～大分空港間のスムーズ
なアクセスを確保する。
・快適性の向上
　緩傾斜護岸の設置に伴い、海岸へのアクセスが高まり、海辺空間のさらなる利活用が期待される。
・生産の拡大
　人工リーフを整備し越波や飛砂・飛沫の軽減を図ることで、田畑の浸水・塩害被害を軽減し、農作物の生
産の安定に寄与する。
・住環境の整備、自然災害の減少、事故・災害の減少
　整備の実施により、越波や飛砂・飛沫による家屋や農地への被害の軽減し、地域住民の民生の安定及び
住環境の整備を図ることができ、また、国道213号の浸水や堆砂による通行止めを軽減できることにより、
避難経路を確保でき、水防活動の円滑化が図れる。

工法の妥当性

■工法の妥当性については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】。
　 比較検討対象として、離岸堤を検討しており、景観・コスト等を総合的に判断した結果、人工リーフを採用
した。

コスト縮減

費用便益比（B/C)
費
用
便
益
分
析

■事業の実効性については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】。
　 合併前の安岐町にて「安岐町第二次総合計画」の4大戦略プロジェクトの1つとして「海岸部環境整備事
業」が掲げられていたことから、市と住民が一体となった強い要望があり、毎年、国東市より事業推進の要
望が出されている。

■コスト縮減については下記のとおりであり、前回評価時からの【変更なし】。
　 既設離岸堤消波ブロックを人工リーフに再利用する等のコスト縮減を図っている。

H22　再評価時 今回　再評価時

-
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様式２－３

費用便益内訳書 金額単位 ： 千円

事業名 海岸環境整備事業　安岐海岸

総費用 (A) 施設名 整備規模 事業費 備考

人工リーフ 1／30 2,394,596

維持管理費 719,543

投資期間

H13～H81

3,114,139 割引前の総費用

総便益 便益額 備考

高潮防護 13,907,622

侵食防止 4,790

測定期間 飛砂・飛沫防止 2,586,465

H14～H81 海岸利用 309,995

16,808,872 割引前の総便益

総費用額 (C) 3,740,745 割引率を４％として事業費を現在価値化したものの合計

総便益額 (B) 8,755,855 割引率を４％として便益額を現在価値化したものの合計

(その他の整備効果)…貨幣価値換算して便益額を算出した項目以外

8,755,855 / 3,740,745 = 2.34 ≒ 2.3

合　　　　　計

費用便益
比率 (B/C)

評価項目

合　　　　　計

－2-4－



海
岸

事
業

　
再

評
価

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

整
備

が
必

要
な

主
た

る
理

由
現
状
の
課
題
か
ら
事
業
が
必
要
な
主
な
理
由

■
■

3
0
年
確
率
越
波
、
3
0
年
確
率
風
速
に
対
し
て
地
域
住
民
の
生
命
・
財
産
を
守
る

浸
水
等
に
よ
る
人
命
財
産
の
被
害
が
あ
る

■
■

国
道
2
1
3
号
 
越
波
及
び
越
波
に
よ
る
堆
砂
（
平
成
3
年
9
月
、
平
成
5
年
9
月
、
平
成
8
年
8
月
、
平
成
9
年
9
月
、
平
成
1
0
年
1
0
月
、
平
成
1
1
年
9

月
、
平
成
1
6
年
8
月
、
平
成
1
6
年
9
月
）
飛
砂
に
よ
る
堆
砂
（
平
成
2
7
年
8
月
）

整
備
対
象
施
設
に
よ
る
防
護
区
域
内
に
重
要
な
公
共
施
設
等
が
あ

る
■

■
国
道
2
1
3
号
(
変
更
無
し
）

海
岸
線
の
侵
食

□
□

無
し
（
変
更
無
し
）

老
朽
化
等
に
よ
り
所
要
の
機
能
が
確
保
さ
れ
て
い
な
い

□
□

無
し
（
変
更
無
し
）

関
連
事
業
と
の
進
捗
調
整

等
当
該
事
業
を
早
急
に
実
施
し
な
け
れ
ば
、
他
事
業
の
進
捗
等
に
著

し
い
影
響
が
生
じ
る

□
□

無
し
（
変
更
無
し
）

○
整
備
効
果

津
波
・
高
潮
等
か
ら
の
防
護
に
よ
る
人
命
財
産
の
安
全
性
の
確
保

■
■

高
潮
等
の
海
水
侵
入
に
よ
る
災
害
を
防
除
す
る
（
変
更
無
し
）

侵
食
に
対
す
る
防
護
に
よ
る
国
土
の
保
全

■
■

海
岸
の
侵
食
、
災
害
を
防
除
す
る
（
変
更
無
し
）

海
岸
保
全
施
設
の
機
能
確
保

■
■

既
存
施
設
の
計
画
的
な
機
能
の
強
化
・
回
復
を
図
る
（
変
更
無
し
）

海
辺
の
利
用
空
間
の
充
実
、
親
し
め
る
環
境
の
創
出

■
■

海
岸
利
用
の
活
性
化
及
び
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
機
能
の
発
揮
に
資
す
る
（
変
更
無
し
）

○
費
用
対
効
果
分
析

費
用
便
益
分
析
（
B
/
C
）
等

Ｂ
/
Ｃ
１
以
上
、
も
し
く
は
貨
幣
化
が
困
難
な
効
果
を
考
慮
し
た
場

合
に
費
用
を
超
え
た
効
果
が
見
込
ま
れ
る
か

■
■

（
前
回
）
Ｂ
／
Ｃ
＝
　
2
.
1

（
今
回
）
Ｂ
／
Ｃ
＝
　
2
.
3

関
係
法
令
・
技
術
基
準
等

と
の
適
合

関
係
法
令
、
港
湾
施
設
の
技
術
上
の
基
準
等
に
適
合
し
、
地
勢
条

件
等
を
勘
案
し
て
妥
当
な
工
法
を
採
用
し
て
い
る

■
■

適
用
法
令
は
海
岸
法
、
海
岸
保
全
施
設
の
技
術
基
準
は
海
岸
保
全
施
設
の
技
術
上
の
基
準
・
解
説
等
で
あ
り
、
適
合
し
た
工
法
を
採
用
し
て

い
る
。
（
変
更
無
し
）

複
数
案
の
検
討

事
業
の
効
果
と
経
済
性
に
お
い
て
複
数
案
の
検
討
が
さ
れ
て
い
る

■
■

比
較

検
討

対
象

と
し

て
、

離
岸

堤
を
検
討
し
て
お
り
、
景
観
・
コ
ス
ト
等
を
総
合
的
に
判
断
し
た
結
果
、
人
工
リ
ー
フ
を
採
用
（
変
更
無
し
）

コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
具

体
的
施
策

コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
工
種
・
工
法
の
導
入

■
■

既
設
離
岸
堤
消
波
ブ
ロ
ッ
ク
を
人
工
リ
ー
フ
に
再
利
用
し
コ
ス
ト
縮
減
を
図
っ
て
い
る
。
（
変
更
無
し
）

地
域
材
、
建
設
副
産
物
の

有
効
利
用

地
域
材
の
有
効
利
用
、
地
域
内
発
生
の
建
設
副
産
物
の
使
用

■
■

既
設
離
岸
堤
消
波
ブ
ロ
ッ
ク
を
人
工
リ
ー
フ
に
再
利
用
し
コ
ス
ト
縮
減
を
図
っ
て
い
る
。
（
変
更
無
し
）

自
然
環
境
へ
の
配
慮

環
境
に
配
慮
し
た
事
業
で
あ
る

■
■

人
工
リ
ー
フ
に
よ
り
、
自
然
な
景
観
を
保
持
し
眺
望
を
阻
害
し
な
い
よ
う
配
慮
し
て
い
る
。
（
変
更
無
し
）

周
辺
の
住
環
境
へ
の
配
慮

周
辺
の
宅
地
等
の
住
環
境
を
悪
化
さ
せ
な
い

■
■

事
業
箇
所
周
辺
に
対
策
の
必
要
な
施
設
等
は
無
し
（
変
更
無
し
）

景
観

へ
の

配
慮

設
置
施
設
が
周
辺
景
観
と
馴
染
む
よ
う
な
対
策
を
行
う

■
■

安
岐
町
で
唯
一
の
海
水
浴
場
で
あ
り
、
周
辺
の
景
観
に
配
慮
し
た
工
法
を
採
用
し
て
い
る
。
（
変
更
無
し
）

残
土

処
理

の
状

況
残
土
処
理
土
量
の
低
減
対
策
と
処
理
地
で
の
環
境
配
慮
を
行
う

■
■

残
土
処
理
無
し
（
変
更
無
し
）

近
隣

住
宅

へ
の

配
慮

文
化
財
等
の
調
査
及
び
保
護
を
行
う

■
■

事
業
箇
所
周
辺
に
対
策
の
必
要
な
施
設
等
は
無
し
（
変
更
無
し
）

要
望
書
の
提
出
・
陳
情
の
有
無
、
期
成
会
等
の
地
元
組
織
の
有
無

■
■

毎
年
進
捗
要
望
が
出
さ
れ
て
お
り
、
最
新
で
は
平
成
2
0
年
3
月
　
国
東
市
、
地
元
区
長
、
大
分
県
漁
協
安
岐
支
店
か
ら
県
に
事
業
進
捗
要
望

が
出
さ
れ
て
い
る
。
（
変
更
無
し
）

地
元
漁
協
の
了
解
が
あ
る
か

■
■

漁
協
の
了
解
あ
り
（
変
更
無
し
）

市
町
村
の
協
力
体
制

地
元
説
明
や
用
地
取
得
に
関
し
て
市
町
村
の
支
援
が
あ
る

■
■

第
二
次
国
東
市
総
合
計
画
に
位
置
づ
け
が
あ
り
協
力
体
制
あ
り
（
変
更
無
し
）

用
地
取
得
の
難
易
度

地
域
地
権
者
等
の
同
意
又
は
理
解
が
得
ら
れ
て
い
る

■
■

地
元
同
意
は
取
れ
て
い
る
（
変
更
無
し
）

法
令

等
に

基
づ

く
調

整
事

項
法
令
等
に
基
づ
く
調
整
事
項

□
□

無
し
（
変
更
無
し
）

海
岸
保
全
基
本
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
た
事
業
で
あ
る

■
■

海
岸
保
全
基
本
計
画
に
基
づ
い
た
計
画
で
あ
る
。
（
変
更
無
し
）

地
域
防
災
計
画
等
関
連
す
る
計
画
へ
の
位
置
付
け
が
あ
る

■
■

無
し
（
変
更
無
し
）

事
業
実
施
に
係
る
根
拠
法
令
（
条
項
）

■
■

海
岸
法
第
3
条
に
基
づ
き
事
業
を
実
施
（
変
更
無
し
）

事
業
の
採
択
要
件
を
満
た
す

■
■

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
交
付
要
綱
に
規
定
さ
れ
た
事
業
内
容
、
採
択
基
準
の
要
件
に
適
合
し
て
い
る
。
（
変
更
無
し
）

他
事
業
と
の
連
携

他
事
業
と
の
連
携
に
よ
り
整
備
効
果
が
大
き
く
な
る

□
■

国
道

2
1
3
号

道
路

改
良

工
事

（
3
車
線
化
）
を
本
事
業
の
飛
砂
対
策
計
画
に
反
映

○
事
業
の
特
殊
性

施
工
時
期
、
期
間
の
制
限

工
事
の
時
期
や
期
間
に
制
限
が
あ
る
（
観
光
地
等
）

□
□

無
し
（
変
更
無
し
）

技
術

的
難

易
度

技
術
面
か
ら
の
事
業
の
実
現
性

□
□

無
し
（
変
更
無
し
）

事
業

実
施
環
境

状
況
（
前
回
評
価
か
ら
の
変
化
点
及
び
現
状
）

○
事
業
の
成
立
性

上
位

計
画

等
と

の
関

連

事
業

の
根

拠
法

令
・
採

択
要

件緊
急
を
要
す
る
現
状
の
課

題 事
業
実
施
に
よ
り
得
ら
れ

る
効
果

○
工
法
の
妥
当
性

○
コ
ス
ト
縮
減

小
項
目

小
項
目
の
細
別

○
必
要
性
・
緊
急
性

○
環
境
等
へ
の
配
慮

○
事
業
の
実
効
性

地
元
要
望
、
協
力
体
制

前
回

今
回

大
 
項
 
目

中
　
　
項
　
　
目

事
業
の

必
要
性

事
業
手
法

・
工
法
の

妥
当
性
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年　度 29
整理番号

事業主体 大分県

事  業  費

完成予定年

５年目　用地買収、建物補償、道路工事、電線共同溝

コスト縮減 ・コンクリート・砕石は再生材を使用。

工法の
妥当性

費用対効果
分析

・交通安全事業のため費用便益比の算出は困難であり、現状の事故発生状況、道路利用状況、交通の状況等
から総合的に判断する。

事
業
の
実
施
計
画

着手から9年（平成38年度）

事業段階毎の
実施計画

１年目　路線測量・詳細設計・用地測量・建物調査

２年目　建物調査、用地買収、建物補償

３年目　用地買収、建物補償、道路工事、電線共同溝

４年目　用地買収、建物補償、道路工事、電線共同溝

【重要構造物】　－

Ｃ＝3,400百万円

【現況交通量】　19,273台/日（H27センサス）　歩行者交通量 420人/12h　自転車交通量 28台/12h（H26実測）

９年目　電線共同溝

事
業
の
必
要
性

必要性・緊急性

６年目　用地買収、建物補償、道路工事、電線共同溝

事
業
概
要

事業の目的 ・観光客の回遊性及び通学時の安全な歩行空間を確保するため自歩道の整備を図る。
・緊急輸送道路の災害時救援活動ルートを確保するため電線共同溝の整備を図る。

事業内容

【計画延長・幅員】　Ｌ＝８６０ｍ、Ｗ＝１３．０（２５．０）ｍ 、自転車歩行者道Ｗ＝３．０ｍ（両側）

【道路区分】　第４種第１級　　【設計速度】　Ｖ＝５０km/h　　【計画交通量】　19,200台／日

【現況幅員】　Ｗ＝１３．０（２０．０）ｍ 、歩道Ｗ＝０～２．５ｍ

８年目　電線共同溝

７年目　道路工事、電線共同溝

　事　前　評　価　書

事業名・路線名等 交通安全事業　国道５００号　鉄輪
かんなわ

工区
こうく

所　在　地 別府市
べっぷし

北中
きたじゅう

～御幸
みゆき

・鉄輪温泉街や小中学校が隣接しているにも関わらず簡易的な歩道すらない区間がある。
・死傷事故件数86件/10年（うち歩行者・自転車事故5件）
・当該区間の死傷事故率142.2件/億台・キロ（H18～H27）

整備効果
・自転車歩行者道整備により、歩行者・自転車の安全な通行空間を確保し、安全性の向上を図る。

対応方針 ・以上のとおり事業の必要性が認められることから、本事業を実施したい。

事業の特殊性 －

事
業
実
施
環
境

事業の実効性

・平成２６年５月に「国道５００号沿道まちづくり協議会」を設立しており、議論を重ねた道路の整備計画となって
いる。
・平成27年3月に地元説明会、９月に都市計画変更説明会を実施。事業に対する同意が得られている。
      （平成28年3月　都市計画変更）
・別府市より事業要望が上がっており、支援体制が整っている。

事業の成立性

・１号基準該当の道路となっており、交通量や事故死傷率が高い（付近に朝日小学校、朝日中学校がある）
・緊急輸送道路１次ネットワークに該当
・道路法第２９条に基づき事業を実施
・社会資本整備総合交付金交付要綱に規定された事業内容、採択基準の要件に適合

環境等への配慮
・現道拡幅であり、地形改変による影響は少ない。
・残土処理（約4,000m3は国道５００号明礬工区等で事業間流用）

事
業
手
法
・
工
法
の
妥
当
性

・周辺の歩道整備状況から歩道の連続性が確保できるルートで且つ簡易的な歩道すらない区間、観光地内の
回遊性を勘案し区間を選定。
・現道拡幅による自歩道整備である。

－3-1－



事
　

業
　

箇
　

所
　

位
　

置
　

図

国 道 10 号

国
道

50
0号

事
業
区
間

Ｌ
＝
0.
８
６
ｋ
ｍ

至
大
分
市

至
日
出
町

至
由
布
市

別
府
土

木
別 府 港 第 ４ 埠 頭

（ 耐 震 強 化 岸 壁

）

別
府

IC

至
宇
佐
市

（ 一 ） 別 府 山 香

線

（ 一 ） 亀 川 別 府

線

朝
日
小
学

校
春
木
小
学

校

緑
丘
小
学

校
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道
路

事
業

・
街

路
事
業
　
事
前
評
価
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

必
須

優
先

整
備
が
必
要
な
主
た
る
理
由

現
状

の
課

題
か

ら
事

業
が

必
要

な
主

な
理

由
○

路
線

現
況

○

道
路

幾
何

構
造

○

緊
急

輸
送

道
路

、
啓

開
ル

ー
ト

の
状

況
○

集
落

の
孤

立
化

の
恐

れ
及

び
代

替
路

の
確

保
状

況
－

交
通

事
故

発
生

状
況

○

通
学

路
の

指
定

状
況

○

渋
滞

状
況

－

関
連
事
業
と
の
進
捗
調
整
等

関
連

事
業

の
進

捗
等

へ
の

影
響

－

防
災

・
減

災
対

策
に

係
る

効
果

○

交
通

安
全

対
策

に
係

る
効

果
○

都
市

空
間

整
備

に
係

る
効

果
○

ツ
ー

リ
ズ

ム
支

援
に

係
る

効
果

○

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

整
備

に
係

る
効

果
－

小
規

模
集

落
対

策
に

係
る

効
果

－

老
朽

化
対

策
に

係
る

効
果

等
そ

の
他

の
効

果
－

○
費

用
対
効
果
分
析

費
用
便
益
分
析
（
B
/
C
）
等

B
/
C
算

出
結

果
、

も
し

く
は

B
/
C
に

よ
る

評
価

を
行

わ
な

い
場

合
の

理
由

と
評

価
の

考
え

方
○

関
係
法
令
・
技
術
基
準
等
と
の
適
合

関
係

法
令

や
技

術
基

準
等

へ
の

適
合

状
況

○

複
数
案
の
検
討

事
業

効
果

及
び

経
済

性
に

お
け

る
複

数
案

の
検

討
状

況
○

コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
具
体
的
施
策

コ
ス

ト
縮

減
に

向
け

た
工

種
・

工
法

の
導

入
－

地
域
材
、
建
設
副
産
物
の
有
効
利
用

地
域
材
の
有
効
活
用
、
地
域
内
発
生
の
建
設
副
産
物
の
使
用

○

自
然
環
境
へ
の
配
慮

周
辺

の
自

然
環

境
へ

の
影

響
と

負
荷

軽
減

対
策

○

周
辺
の
住
環
境
へ
の
配
慮

周
辺

の
住

環
境

の
状

況
と

負
荷

軽
減

対
策

○

景
観
へ
の
配
慮

周
辺

の
景

観
へ

の
配

慮
○

残
土
処
理
の
状
況

残
土

処
理

土
量

の
低

減
対

策
と

処
理

地
で

の
環

境
配

慮
○

文
化
財
の
保
護

文
化

財
等

の
調

査
及

び
保

護
－

地
元
要
望
、
協
力
体
制

要
望

書
等

の
提

出
状

況
、

期
成

会
等

の
地

元
組

織
状

況
○

市
町
村
の
協
力
体
制

市
町

村
に

よ
る

地
元

説
明

会
や

用
地

交
渉

へ
の

支
援

体
制

○

用
地
取
得
の
難
易
度

地
権

者
の

同
意

、
事

業
へ

の
理

解
の

状
況

○

法
令
等
に
基
づ
く
調
整
事
項

法
令

等
に

基
づ

く
調

整
事

項
○

都
市

計
画

○

お
お

い
た

の
道

構
想

２
０

１
５

○

地
域

防
災

計
画

・
地

域
強

靱
化

計
画

○

そ
の

他
（

交
安

法
指

定
道

路
、

長
寿

命
化

計
画

な
ど

）
－

事
業

実
施

に
係

る
根

拠
法

令
（

条
項

）
○

事
業

の
採

択
基

準
、

適
合

状
況

○

他
事
業
と
の
関
連

他
事

業
の

実
施

状
況

、
連

携
に

よ
る

効
果

、
進

捗
状

況
等

－

施
工
時
期
、
期
間
の
制
限

工
事

の
実

施
時

期
・

期
間

へ
の

制
限

－

技
術
的
難
易
度

技
術

面
か

ら
の

事
業

の
実

現
性

－

＊
評
価
項
目
（
小
項
目

の
細
別
）
は
対
象
事
業
の
内
容
に
よ
り
記
述
が

異
な

る
場

合
が

あ
る

。

＊
「
該
当
及
び
適
否
」

の
欄
で
該
当
し
て
適
で
あ
れ
ば
「
○
」
、
該
当

す
る

が
不

適
で

あ
れ

ば
「

×
」

、
該

当
し

な
け

れ
ば

「
－

」
を

記
入

す
る

。

＊
「
該
当
及
び
適
否
」

の
欄
の
「
必
須
」
の
欄
が
「
○
」
で
な
け
れ
ば

採
択

は
不

可
と

す
る

。

大
項

目
中
項
目

小
項
目

小
項

目
の

細
別

1
次

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

、
最
優
先
啓
開
ル
ー
ト
該
当

事
業

の
必

要
性

○
必

要
性
・
緊
急
性

歩
道

が
未

設
置

、
狭

小
区

間
で
あ
り
、
歩
行
者
・
自
転
車
の
安
全
な
通
行
空
間
の
確
保
が
必
要

緊
急
を
要
す
る
現
状
の
課
題

自
動

車
 
2
2
,
2
6
5
台

/
日

（
H
2
6
実
測
）
、
歩
行
者
 
4
2
0
人
/
1
2
h
、
自
転
車
 
2
8
台
/
1
2
h
（
H
2
6
実
測
）

幅
員

W
=
1
3
.
0
(
2
0
.
0
)
m
、
歩
道
幅
員
0
～
2
.
5
m

事
故

は
8
6
件

/
1
0
年

(
H
1
8
～
2
7
）
、
う
ち
歩
行
者
・
自
転
車
に
関
す
る
事
故
5
件

朝
日

小
学

校
、

朝
日

中
学

校
の
通
学
路
に
指
定
さ
れ
て
い
る

街
路

樹
の

補
植

に
よ

る
交

通
環
境
や
沿
道
の
生
活
環
境
を
確
保

鉄
輪

温
泉

街
周

回
ル

ー
ト

と
し
て
機
能

小
項
目
の
具
体
的
な
内
容

事
業

手
法

・
工

法
の

妥
当

性

交
通

安
全

事
業

の
た

め
費

用
便
益
比
の
算
出
は
困
難
で
あ
り
、
道
路
利
用
状
況
等
か
ら
総
合
的
に
判
断
す
る

○
工

法
の
妥
当
性

道
路

法
、

道
路

構
造

令
、

道
路
橋
示
方
書
に
適
合
し
た
工
法
を
採
用

路
線

選
定

、
幅

員
構

成
に

つ
い
て
検
討

○
コ

ス
ト
縮
減

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
砕

石
は

再
生
資
材
を
利
用

○
環

境
等
へ
の
配
慮

低
騒

音
、

低
振

動
型

の
建

設
機
械
を
使
用
し
、
周
辺
の
住
環
境
の
負
担
軽
減
を
図
る

文
化
的
景
観
別
府
の
湯
け
む
り
景
観
保
存
計
画
、
別
府
市
景
観
条
例
、
鉄
輪
温
泉
地
区
温
泉
湯
け
む
り
重
点
景
観
計
画
に
係
る
協
議
・
手
続
の
調
整

発
生

残
土

に
つ

い
て

は
、

国
道
５
０
０
号
明
礬
工
区
へ
流
用
予
定

事
業

実
施

環
境

○
事

業
の
実
効
性

沿
道

ま
ち

づ
く

り
協

議
会

を
開
催

沿
道

ま
ち

づ
く

り
協

議
会

の
開
催
に
向
け
た
取
り
組
み
か
ら
、
地
元
説
明
会
、
都
市
計
画
変
更
説
明
会
に
至
る
過
程
に
て
、
別
府

市
と

連
携

し
て

取
り

組
ん

で
い
る

地
元

説
明

会
、

都
市

計
画

変
更
説
明
会
を
実
施
し
事
業
へ
の
同
意
は
得
ら
れ
て
い
る

○
事

業
の
特
殊
性

別
府

市
の

地
域

防
災

計
画

に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る

生
活

の
安

全
・

安
心

を
高

め
る
道
路
整
備
、
ま
ち
の
魅
力
を
高
め
活
力
の
あ
る
地
域
づ
く
り
を
支
え
る
道
路
整
備

該
当
及
び
適
否

道
路

法
、

河
川

法
、

砂
防

法
等
に
係
る
関
係
機
関
協
議
、
交
差
点
差
点
協
議

○
事

業
の
成
立
性

上
位
計
画
等
と
の
関
連

都
市

計
画

決
定

有
、

都
市

計
画
区
域
（
都
市
計
画
）
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
路
線
。
（
平
成
2
7
年
3
月
、
都
市
計

画
変

更
）

事
業
の
根
拠
法
令
・
採
択
要
件

道
路

法
第

2
9
条

・
都

市
計
画
法
第
1
8
条
に
基
づ
き
事
業
を
実
施

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
交
付
要
綱
に
規
定
さ
れ
た
事
業
内
容
、
採
択
基
準
の
要
件
に
適
合

現
道

拡
幅

の
た

め
、

地
形

改
変
に
よ
る
影
響
が
少
な
い
計
画
と
し
て
い
る

○
整

備
効
果

事
業
実
施
に
よ
り
得
ら
れ
る
効
果

電
線

共
同

溝
整

備
に

よ
り

、
緊
急
輸
送
道
路
の
機
能
を
確
保
す
る

自
歩

道
整

備
に

よ
り

、
歩

行
者
・
自
転
車
の
安
全
な
通
行
空
間
を
確
保
す
る
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様式２－１

道路改築事業 ・ 一般国道212号　耶馬溪道路

中津市耶馬溪町大字山移～大島

再評価後５年未完成

事業採択年度 採択年度： 平成20年度 着工年度： 平成23年度

事業実施予定期間 当初：　平成20年度　～　平成27年度 変更：　平成20年度　～　平成32年度

計画概要 【延長・幅員】 L=5,000m，W=7.0(12.0)m

【重要構造物】 （仮）中津3号トンネルL=2,986m，橋梁 7橋（458m）

計画期間

延長

幅員

工種 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円）

道路工 1,235m 3,475 1,559m 4,880 1,556m 6,650

トンネル工 1本（2,975m） 9,282 1本（2,986m） 9,000 1本（2,986m） 11,370

橋梁工 8橋（790m） 4,001 7橋（455m） 2,700 7橋（458m） 3,160

用地補償費 1式 242 1式 420 1式 420

計 17,000 17,000 21,600

変更内容・理由

事業年度 年度事業費 累計事業費 進捗率％ 摘要

全体（当初） 21,600 単位：百万円

H23年度まで 865 865 4.0%

H24 920 1,785 8.3% 再評価

H25 500 2,285 10.6%

H26 1,688 3,973 18.4%

H27 2,550 6,523 30.2%

H28 3,410 9,933 46.0%

H29 3,310 13,243 61.3% 再評価

H30 3,510 16,753 77.6%

H31 3,510 20,263 93.8%

H32 1,337 21,600 100.0% 開通

測量・調査・設計
改良工、橋梁工、トンネル工

再評価書

事業名・路線名

所在地・工区名

未着工・未完了の理由
・一部用地取得に時間を要したため。
・工事に係る現道交通の安全対策工追加による工程遅延のため。

再評価基準

第1回変更（H24年） 第2回変更（H29年）

H20～H27

事
業
の
概
要

事
業
費
の
推
移

・平成28年度末の事業進捗率は46.0%（事業費ベース）であり、用地取得率は100%となっている。

事業の目的

　耶馬溪道路は、大分自動車道、東九州自動車道及び重要港湾中津港を連絡する延長約５０ｋｍの地域高
規格道路中津日田道路の一部を構成する道路である。広域的な道路ネットワークを形成して中津・日田地
域の連携が強化され、自動車産業や林業などをはじめとする地域産業の活性化や広域観光の振興を支援
するとともに、災害時の救援活動や救急医療活動など安全・安心な暮らしを支える信頼性の高いネットワー
クを確保するものである。

事業進捗の状況

工　　　種

・事業期間の延伸は、一部用地取得に時間を要したことおよび終点部の安全対策工事の追加による。
・事業費の増は、トンネル工における軟弱層出現などによる掘削補助工法の追加や、道路橋示方書改定に
 伴う橋梁基礎形式の変更、調査による落石対策工・法面補強工の追加等による。

全
体
事
業
概
要

当初計画

測量・調査・設計
改良工、橋梁工、トンネル工

H20～H30 H20～H32

L=5,000m

W=7.0(12.0)m

L=5,000m L=5,000m

W=7.0(12.0)m W=7.0(12.0)m

測量・調査・設計・用地買収
改良工、橋梁工、トンネル工

【道路区分】第1種第3級，【設計速度】 V=80km/h，【計画交通量】 10,200台/日

測量・調査・設計
改良工、橋梁工、トンネル工

測量・調査・設計
改良工、橋梁工、トンネル工

測量・調査・設計
改良工、橋梁工、トンネル工

測量・調査・設計・用地買収

測量・調査・設計・用地買収
改良工、橋梁工

測量・調査・設計・用地買収
改良工、橋梁工
測量・調査・設計

改良工、トンネル工
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様式２－２

費用便益の分析

費用便益比（B/C)
費
用
便
益
分
析

◆事業の実行性については下記のとおりであり、前回評価時から大幅な変更はない。
・中津日田間地域高規格道路整備促進期成会や沿線自治体より毎年強い要望を受けている。
・計画に対する地域の同意が得られており、協力体制も良好である。
・用地買収が完了している。

◆コスト縮減については下記のとおりであり、前回評価時から変更はない。
・トンネルや長大橋については路肩の縮小を行うなど、道路構造令の縮小規定を採用した。
・トンネル掘削土などの発生土については、可能な限り効率的な現場内流用を行う。

H24　再評価時 今回　再評価時

1.6 1.3（残事業1.4） 1.1（残事業3.1）

◆自然環境への配慮は下記のとおりであり、前回評価時から変更はない。
・トンネル計画の採用により、景観と自然環境への負荷をできる限り抑制。
・建設発生土については、工区内の盛土に流用するとともに、他の公共事業への流用に努める。
・河川付替箇所については、瀬や淵の復元などにより、動植物の生息環境の復元に努める。
・法面部は植生を行い、周辺環境との調和を図る。
・埋蔵文化財については、工事前に試掘調査を行うなど他部局と調整し文化財の保護に努める。
・防護柵の色等は景観に配慮する。

地元情勢の変化

再評価書

前回：総費用C=147.0億円、総便益B=186.5億円⇒B/C=1.3
今回：総費用C=218.6億円、総便益B=249.0億円⇒B/C=1.1

・総費用は工事費の増加による

事
業
実
施
環
境

事業採択時

事業の特殊性

◆整備効果については、前回評価時から変更はない。
・中津日田道路の整備により、大分自動車道、東九州自動車道及び重要港湾中津港が直結して広域的な
　道路ネットワークを形成し、北部九州に集積する自動車関連産業などの産業活動の支援が期待される。
・広域観光ルートを形成して観光交流を支援するとともに、観光シーズンの交通渋滞の緩和される。
・災害に強く安全性・信頼性の高い道路ネットワークが確保される。

工法の妥当性
◆工法の妥当性については下記のとおりであり、前回評価時から変更はない。
・道路構造については、道路構造令を満足するものとなっている。
・地形状況、集落の配置など、施工性・経済性・走行性等を考慮し、最適なルートを採用している。

コスト縮減

事業の成立性

事
業
環
境
の
変
化

道路利用状況の変化
（社会・経済情勢の変化）

環境等への配慮

◆平成24年７月および平成29年７月の豪雨災害により国道２１２号が至るところで寸断され通行止めとなっ
た。その一方で同年３月に開通した本耶馬渓耶馬溪道路が迂回路として活用され、災害時に役立つ「命を
つなぐ道」として中津日田道路の重要性が高まっている。

◆平成２５年５月にダイハツ九州の久留米エンジン工場が生産能力を増強。平成２６年１月より中津港から
県西部の木材を県外へ移出を開始し、さらに平成２６年８月より中国等海外へ輸出を開始。

◆平成27年2月に中津三光道路、3月に県内の東九州道が全線開通し、東九州自動車道(中津IC)と中津港
が直結した。また、平成27年度から日田山国道路に事業着手している。

◆要望状況等については、下記のとおりであり前回評価時から大幅な変更はない。
・地元及び沿線自治体から継続して要望を受けており、計画に対する地域の同意も得ている。
　要望書の受理状況　：　中津日田間地域高規格道路整備促進期成会
・平成28年度に用地取得完了済みである。

◆事業の必要性・緊急性については、前回評価時から変更はない。
・本路線は、中津市を起点とし日田市を経由して熊本県阿蘇市を結ぶ幹線道路であり、地域住民の生活や
 経済活動、広域的な観光交流を支える重要な路線である。
・現道は平成24年・平成29年九州北部豪雨災害において全面通行止めになるなど、災害に対して脆弱であ
 り、信頼性の高い道路ネットワークの構築が急務。
・本耶馬渓～耶馬溪周辺では、観光シーズンに著しい渋滞が発生。

必要性・緊急性

事
業
手
法
・
工
法
の
妥
当
性

整備効果

事
業
の
必
要
性

対
応
方
針

・継続

・平成24年・平成29年九州北部豪雨災害時に本耶馬渓耶馬溪道路が代替路として機能したことや、東九
 州自動車道の北九州市～大分～宮崎市間が開通し、中津日田道路に対する地元や経済界の期待が
 高まっており、費用便益費も1.1と事業効果が確保されているため、事業継続としたい。

対応方針案

理由

◆事業の成立性については下記のとおりであり、前回評価時から大幅な変更はない。
・道路法第29条に基づき、道路管理者として安全かつ円滑な交通を確保できる構造とすべく事業を実施。
・「安心・活力・発展プラン2015」、「おおいた土木未来プラン2015」、「おおいたの道構想2015」において、
  広域交通ネットワークの整備推進が位置づけられている。
・補助事業における採択要件に適合。

◆事業の特殊性については下記のとおりであり、前回評価時から大幅な変更はない。
・県管理道路では最長（L=2,986m）となる（仮）中津3号トンネルの工事は、事故防止の観点から安全対策に
 十分留意する必要がある。

事業の実効性
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様式２－３

費用便益内訳書 金額単位 ： 千円

事業名 　道路改築事業　　一般国道212号耶馬溪道路

総費用 (A) 施設名 整備規模 事業費 備考

道路建設費 完成２車線 20,524,000 (残事業　7,880,000)

維持管理費 一般国道 1,782,000 (残事業　1,782,000)

投資期間

H20～H82

(残事業　9,662,000)

22,306,000 割引前の総費用

総便益 便益額 備考

走行時間短縮便益 42,543,000 (残事業　42,543,000)

走行経費減少便益 10,016,000 (残事業　10,016,000)

測定期間 交通事故減少便益 10,178,000 (残事業　10,178,000)

H33～H82

(残事業　62,737,000)

62,737,000 割引前の総便益

総費用額 (C) 21,863,000 割引率を４％として事業費を現在価値化したものの合計　(残事業　8,044,000)

総便益額 (B) 24,900,000 割引率を４％として便益額を現在価値化したものの合計　(残事業　24,900,000)

(その他の整備効果)…貨幣価値換算して便益額を算出した項目以外

　　・広域的な道路ネットワークの整備により、自動車産業や林業などをはじめとした地域産業の
　 　活性化や広域観光の振興を支援する。

　　・現道（国道２１２号）は、平成２４年、平成２９年九州北部豪雨の被災により長期間通行止めが
     発生するなど脆弱であり、災害時のリダンダンシーを確保し、救援活動や救急医療活動等を
     支援する。

　　　　　 　24,900,000　／　21,863,000　＝　1.14　≒　1.1
　残事業　24,900,000　／   8,044,000　＝　3.10　≒　3.1

費用便益
比率 (B/C)

合　　　　　計

評価項目

合　　　　　計

－4-4－
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５
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］
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り
緊

急
輸

送
道

路
（

1
次

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

）
と

し
て

の
機

能
向

上
、

防
災

点
検

要
対

策
箇

所
3
箇

所
を

回
避

（
変

更
な

し
）

自
動

車
専

用
道

路
の

整
備

に
よ

る
交

通
事

故
の

減
少

、
現

道
の

通
過

交
通

転
換

に
よ

る
歩

行
者

等
の

安
全

性
向

上
（

変
更

な
し

）

－東
九

州
自

動
車

道
、

大
分

自
動

車
道

と
重

要
港

湾
中

津
港

を
連

結
し

、
広

域
的

な
交

通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

形
成

（
変

更
な

し
）

沿
線

に
点

在
す

る
、

中
津

城
、

青
の

洞
門

、
深

耶
馬

溪
（

一
目

八
景

）
、

日
田

市
豆

田
町

等
観

光
地

へ
の

ア
ク

セ
ス

が
向

上
し

、
広

域
的

な
観

光
ル

ー
ト

を
形

成
（

変
更

な
し

）

－

状
況

（
前

回
評

価
か

ら
の

変
化

点
及

び
現

状
）

事
業

の
必

要
性

○
必

要
性

・
緊

急
性

東
九

州
自

動
車

道
、

大
分

自
動

車
道

と
重

要
港

湾
中

津
港

を
連

結
し

、
広

域
的

な
道

路
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

形
成

す
る

こ
と

で
、

自
動

車
産

業
を

は
じ

め
と

し
た

各
種

産
業

活
動

や
広

域
的

な
観

光
交

流
を

支
援

す
る

と
と

も
に

、
災

害
に

強
く

安
全

性
・

信
頼

性
の

高
い

道
路

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
確

保
す

る
（

変
更

な
し

）

緊
急

を
要

す
る

現
状

の
課

題

前
回

：
平

日
交

通
量

1
1
,
5
3
5
台

/
日

（
H
2
2
ｾ
ﾝ
ｻ
ｽ
）

今
回

：
平

日
交

通
量

 
9
,
8
5
6
台

/
日

（
H
2
7
ｾ
ﾝ
ｻ
ｽ
）

　
　

　
※

交
通

量
減

少
は

本
耶

馬
渓

耶
馬

溪
道

路
［

1
,
8
9
5
台

/
日

(
H
2
7
実

測
)
］

の
開

通
（

H
2
4
.
3
）

が
影

響

道
路

幅
員

6
.
0
～

7
.
0
ｍ

、
曲

線
半

径
1
0
0
ｍ

未
満

：
2
箇

所
（

基
準

R
≧

1
0
0
ｍ

（
5
0
k
m
/
h
）

）
（

変
更

な
し

）

災
害

時
等

通
行

止
め

の
場

合
は

、
県

道
森

耶
馬

溪
線

～
国

道
2
1
0
号

～
国

道
3
8
7
号

～
国

道
2
1
2
号

を
通

行
し

、
約

3
0
k
m
、

約
5
0
分

の
迂

回
が

必
要

（
変

更
な

し
）

大
項

目
中

項
目

小
項

目
小

項
目

の
細

別
前

回
今

回

○
整

備
効

果

事
業

実
施

に
よ

り
得

ら
れ

る
効

果

交
通

安
全

指
定

道
路

３
号

該
当

区
間

（
変

更
な

し
）

事
業

の
根

拠
法

令
・

採
択

要
件

事
業

手
法

・
工

法
の

妥
当

性

前
回

：
B
/
C
=
1
.
3

今
回

：
B
/
C
=
1
.
1
　

総
事

業
費

の
増

加
に

よ
る

○
工

法
の

妥
当

性
道

路
法

、
道

路
構

造
令

、
道

路
橋

示
方

書
に

適
合

し
た

工
法

を
採

用
（

変
更

な
し

）

現
道

拡
幅

案
、

バ
イ

パ
ス

案
に

つ
い

て
ル

ー
ト

比
較

を
行

い
、

最
も

経
済

的
な

ル
ー

ト
を

選
定

（
変

更
な

し
）

○
コ

ス
ト

縮
減

ト
ン

ネ
ル

や
長

大
橋

に
つ

い
て

は
路

肩
を

縮
小

（
変

更
な

し
）

建
設

発
生

土
は

他
の

公
共

工
事

の
盛

土
材

に
利

用
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

・
砕

石
は

再
生

資
材

を
利

用
（

変
更

な
し

）

○
環

境
等

へ
の

配
慮

ト
ン

ネ
ル

の
発

生
土

は
現

場
内

流
用

を
基

本
と

し
、

搬
出

す
る

場
合

は
他

の
公

共
工

事
へ

の
流

用
に

努
め

る
（

変
更

な
し

）
在

来
植

生
群

を
復

元
す

る
よ

う
法

面
緑

化
に

努
め

る
（

変
更

な
し

）

低
騒

音
、

低
振

動
型

の
建

設
機

械
を

使
用

し
周

辺
環

境
へ

配
慮

す
る

（
変

更
な

し
）

法
面

部
は

植
生

を
行

い
周

辺
景

観
と

の
調

和
を

図
る

（
変

更
な

し
）

前
回

：
発

生
土

量
は

、
市

内
の

他
公

共
工

事
の

盛
土

材
に

流
用

今
回

：
発

生
土

量
３

５
万

m
3
は

、
他

公
共

工
事

へ
１

３
万

m
3
、

土
砂

受
入

場
へ

２
２

万
m
3
搬

出
　

　
　

土
砂

受
入

場
は

、
盛

土
法

面
を

緑
化

し
て

景
観

に
配

慮
す

る
と

と
も

に
、

排
水

工
を

設
置

し
て

　
　

　
周

辺
に

土
砂

の
流

出
防

止
を

図
る

埋
蔵

文
化

財
調

査
を

行
い

、
関

係
機

関
と

協
議

の
う

え
文

化
財

の
保

護
を

図
る

（
変

更
な

し
）

道
路

法
第

2
9
条

に
基

づ
き

事
業

を
実

施
（

変
更

な
し

）

補
助

事
業

に
お

け
る

採
択

要
件

に
適

合
（

変
更

な
し

）

事
業

実
施

環
境

○
事

業
の

実
効

性
沿

線
自

治
体

等
で

組
織

す
る

整
備

促
進

期
成

会
よ

り
継

続
し

て
要

望
を

受
け

て
い

る
（

変
更

な
し

）

中
津

市
に

事
業

の
窓

口
が

あ
り

、
地

元
調

整
を

積
極

的
に

図
っ

て
い

る
（

変
更

な
し

）

用
地

買
収

が
完

了
し

て
お

り
、

地
元

の
協

力
が

得
ら

れ
て

い
る

事
業

中
の

三
光

本
耶

馬
渓

道
路

、
日

田
山

国
道

路
と

と
も

に
早

期
整

備
を

図
り

、
中

津
日

田
道

路
と

し
て

広
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
形

成
し

て
事

業
効

果
を

発
現

○
事

業
の

特
殊

性
河

川
区

間
（

橋
梁

下
部

、
付

替
等

）
の

工
事

は
、

非
出

水
期

の
施

工
を

要
す

（
変

更
な

し
）

県
管

理
最

長
（

2
,
9
8
6
m
）

と
な

る
（

仮
）

中
津

３
号

ト
ン

ネ
ル

の
工

事
に

は
安

全
対

策
に

十
分

な
配

慮
が

必
要

（
変

更
な

し
）

耶
馬

日
田

英
彦

山
国

定
公

園
、

県
環

境
配

慮
推

進
要

綱
に

係
る

手
続

き
に

つ
い

て
、

県
環

境
部

局
と

調
整

し
事

業
を

実
施

し
て

い
る

（
変

更
な

し
）

○
事

業
の

成
立

性

上
位

計
画

等
と

の
関

連

－ ３
　

県
土

の
発

展
を

支
え

る
道

路
整

備
　

（
１

）
広

域
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

整
備

　
③

中
津

日
田

道
路

－4-5－



 



年　度 29
整理番号

事業主体 大分県

事  業  費

完成予定年

環境等への配慮
・工事実施時の際には、河川や用排水路に濁水及び土砂が直接流出しないよう配慮する。
・また、施工区間内に希少動植物の生息が確認された場合は、移動又は移植を行うこととし、保護を
行う。

事
業
手
法
・
工
法
の
妥
当
性

事
業
概
要

事業の目的
未整備農地の区画整理や、排水対策等の実施により生産効率の向上を図るとともに、担い手への農
地の集積・集約化を図る。また、水田畑地化により、市内で不足する畑地を確保し、農業競争力の強
化を図る。

事業内容

区画整理工　A=52.9ha

事
業
の
実
施
計
画

着手から６年（平成３５年度）

事業段階毎の
実施計画

１年目　詳細設計、測量、関係機関との協議

２年目　区画整理工事

３年目　区画整理工事

４年目　区画整理工事

５年目　区画整理工事

Ｃ＝１、２１１百万円

　事　前　評　価　書

事業名・路線名等 経営体育成基盤整備事業　水崎地区

所　在　地 豊後高田市 水崎

工法の
妥当性

・農林水産省「土地改良事業設計基準」等に基づく設計施工を行う。
・本地区での工法は施工実績がある一般的な工法を採用しており、技術的な問題はない。

コスト縮減 ・区画整理工では地区内で切盛を行い、残土を地区外に持ち出さない計画としている。

６年目　付帯工事

費用対効果
分析

・費用便益分析比（Ｂ／Ｃ）
Ｂ：総便益1,836,280千円／Ｃ：総費用1,451,274千円＝1.3

事
業
の
必
要
性

必要性・緊急性

・未整備農地は営農条件が不利なことから、農地の貸借ができず高齢化による離農が進んでいる。
・担い手への集積率は１０．９％と低く、農地の集積・集約化と生産コストの低減のため、区画拡
大、農道の拡幅が必要である。
・市が推奨する畑作物用地が不足しており、排水対策済みの優良農地の確保が必要となっている。

整備効果
区画拡大や担い手への農地集積・集約化により、農作業の効率化が図られるとともに、不足する畑地の確保に
よる産地の拡大により、農業競争力の強化が図れる。

対応方針 ・以上のとおり事業の必要性が認められることから、本事業を実施する。

事業の特殊性 ・平坦地域での区画整理工事であり事業の特殊性は特になし。

事
業
実
施
環
境

事業の実効性
・土地改良法に基づき、地元から申請された事業である。
・市に県事業の担当職員が配置されている。

事業の成立性

・大分県農林水産業振興計画、農業農村整備長期計画との整合が図られている。
・豊後高田市の農業振興計画等との整合が図られている。
・土地改良法による事業である。
・負担区分（国：55％、県：27.5％、市：12.5％、地元：5.0％）

－5-1－



事
　

業
　

箇
　

所
　

位
　

置
　

図
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様式２－３

費用便益内訳書 金額単位 ： 千円

事業名 　経営体育成基盤整備事業　水崎地区

総費用 (A) 施設名 整備規模 事業費 備考

区画整理工 A=52.9ha 1,888,348

投資期間

H３０～H７５

1,888,348 割引前の総費用

総便益 便益額 備考

作物生産効果 1,799,148 事業実施の有無により作物生産量が増減する効果

営農経費節減効果 1,937,084 事業実施の有無により営農経費が増減する効果

測定期間 維持管理費節減効果 -50,076 事業実施の有無により、施設の維持管理費が増減
する効果

H３０～H７５ 国産農作物安定供給効果 791,114 事業実施により国産農産物の安定供給に寄与する
効果

4,477,270 割引前の総便益

総費用額 (C) 1,451,274 割引率を４％として事業費を現在価値化したものの合計

総便益額 (B) 1,836,280 割引率を４％として便益額を現在価値化したものの合計

(その他の整備効果)…貨幣価値換算して便益額を算出した項目以外

合　　　　　計

評価項目

合　　　　　計

費用便益
比率 (B/C)

　　　　　　　　1,836,280千円／1,451,274千円＝1.26≒１．３

－5-3－



事
前

評
価

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
（

集
落

基
盤

整
備

事
業

、
経

営
体

育
成

基
盤

整
備

事
業

、
耕

作
放

棄
解

消
・

発
生

防
止

事
業

）
水

崎
地

区

必
須

優
先

整
備
が
必
要
な
主
た
る
理
由

現
状
の
課
題
か
ら
事

業
が
必
要
な
主
な
理
由

○
・
未
整
備
農
地
は
営
農
条
件
が
不
利
な
こ
と
か
ら
、

農
地

の
貸

借
が

で
き

ず
高

齢
化

に
よ

る
離

農
が

進
ん

で
い

る
。

・
担
い
手
へ
の
集
積
率
は
1
0
.
9
%
と
低
く
、
農
地
の
集

積
・

集
約

化
と

生
産

コ
ス

ト
の

削
減

の
た

め
、

区
画

拡
大

、
農

道
の

拡
幅

等
が

必
要

で
あ

る
。

・
市
が
推
奨
す
る
畑
作
物
用
地
が
不
足
し
て
お
り
、

排
水

対
策

済
み

の
優

良
農

地
の

確
保

が
必

要
と

な
っ

て
い

る
。

地
域

状
況

に
よ

る
緊
急
性

○
未
整
備
農
地
で
あ
る
た
め
、
担
い
手
へ
の
集
積

・
集

約
化

が
難

し
く

、
生

産
コ

ス
ト

の
削

減
に

支
障

を
き

た
し

て
い

る
。

農
業

生
産

性
の

向
上
を
図
る
必
要
性
が
あ
る

○
区
画
整
理
に
よ
り
、
生
産
性
の
向
上
を
図
る
必

要
が

あ
る

。

農
業

総
生

産
の

維
持
・
増
大
を
図
る
必
要
性
が
あ
る

○
基
盤
整
備
の
実
施
に
よ
る
未
整
備
農
地
の
耕
作

放
棄

地
化

の
防

止
や

高
収

益
作

物
の

導
入

に
よ

り
産

出
額

の
維

持
・

増
大

を
図

る
必

要
が

あ
る

。

農
業

生
産

の
選

択
的
拡
大
を
図
る
必
要
性
が
あ
る

○
高
収
益
作
物
の
導
入
を
可
能
と
す
る
基
盤
整
備

の
実

施
に

よ
り

、
所

得
向

上
を

図
る

必
要

が
あ

る
。

農
業

構
造

の
改

善
を
図
る
必
要
性
が
あ
る

○
担
い
手
の
規
模
拡
大
等
に
よ
る
経
営
確
立
を
図

る
必

要
が

あ
る

。

農
村

生
活

環
境

の
改
善
を
図
る
必
要
が
あ
る

－
該
当
な
し

国
営

事
業

等
関

連
す
る
他
の
公
共
事
業
と
の
関
係
で
緊
急
性
が
高
い

－
該
当
な
し

関
連
事
業
と
の
進
捗
調
整
等

当
該
事
業
を
早
急
に
実
施
し
な
け
れ
ば
、
他
事
業
の
進
捗
等
に
著
し
い
影
響
が

生
じ
る

－
該
当
な
し

土
地
生
産
性
及
び
労
働
生
産
性
の
維
持
・
向
上
効
果
額
（
受
益
面
積
あ
た
り
）

○
1
,
6
6
9
千
円
/
h
a
 
　
基
盤
整
備
の
実
施
に
よ
り

土
地

生
産

及
び

労
働

生
産

性
が

向
上

す
る

。

担
い
手
の
経
営
等
農
用
地
面
積
の
割
合
（
受
益
面
積
当
た
り
）

○
現
況
1
0
.
9
%
→
計
画
8
0
.
7
%
 
　
　
基
盤
整
備
を

契
機

に
担

い
手

農
家

へ
の

農
地

集
積

を
図

る
。

他
産
業
へ
の
経
済
波
及
効
果
額
（
受
益
面
積
当
た
り
）

○
5
,
7
9
6
千
円
/
h
a
 
　
他
産
業
へ
の
経
済
波
及
効
果

が
見

込
め

る
。

○
費
用
対
効
果
分
析

費
用
便
益
分
析
（
Ｂ
／
Ｃ
）
等

Ｂ
/
Ｃ
１
以
上
の
効
果

が
見
込
ま
れ
る

○
Ｂ
/
Ｃ
＝
１
．
３

関
係
法
令
・
技
術
基
準
等
と
の
適
合

関
係
法
令
や
技
術
基
準
等
へ
の
適
合
状
況

○
土
地
改
良
設
計
基
準
に
基
づ
き
、
適
合
し
た
工

法
を

採
用

し
て

い
る

。

複
数
案
の
検
討

事
業
効
果
及
び
経
済

性
に
お
け
る
工
法
の
検
討
状
況

○
地
域
の
条
件
に
応
じ
た
工
法
等
を
採
用
し
、
経

済
的

施
工

と
し

て
い

る
。

コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
具
体
的
施
策

コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
工
種
・
工
法
の
導
入

○
残
土
が
発
生
し
な
い
よ
う
地
区
内
流
用
す
る
計

画
と

し
、

運
搬

処
理

に
か

か
る

経
費

削
減

を
図

る
。

地
域
材
、
建
設
副
産
物
の
有
効
利
用

地
域
材
の
有
効
活
用
、
地
域
内
発
生
の
建
設
副
産
物
の
使
用

○
残
土
は
発
生
し
な
い
計
画
だ
が
、
仮
に
発
生
し

た
場

合
も

地
区

内
で

処
理

す
る

。

自
然
環
境
へ
の
配
慮

周
辺
の
自
然
環
境
へ

の
影
響
と
負
荷
軽
減
対
策

○
工
事
実
施
時
の
際
に
は
、
河
川
や
用
排
水
路
に

濁
水

及
び

土
砂

が
直

接
流

出
し

な
い

よ
う

配
慮

す
る

。
ま
た
、
施
工
区
間
内
に
希
少
動
植
物
の
生
息
が

確
認

さ
れ

た
場

合
は

、
移

動
又

は
移

植
を

行
う

こ
と

と
し

、
保

護
を

行
う

。

周
辺
の
住
環
境
へ
の
配
慮

周
辺
の
住
環
境
の
状

況
と
負
荷
軽
減
対
策

○
低
騒
音
型
の
建
設
機
械
を
使
用
す
る
。

景
観

へ
の

配
慮

周
辺
の
景
観
へ
の
配
慮

○
水
路
整
備
や
区
画
拡
大
等
を
中
心
と
し
た
工
事

で
あ

り
、

景
観

の
変

化
は

最
小

限
で

あ
る

。

残
土

処
理

の
状

況
残
土
処
理
土
量
の
低
減
対
策
と
処
理
地
で
の
環
境
配
慮

○
残
土
は
発
生
し
な
い
計
画
だ
が
、
仮
に
発
生
し

た
場

合
も

地
区

内
で

処
理

す
る

。

文
化

財
の

保
護

文
化
財
等
の
調
査
及
び
保
護

－
該
当
な
し

地
元
要
望
、
協
力
体
制

要
望
書
の
提
出
、
事

業
実
施
に
対
す
る
推
進
体
制
が
あ
る

○
地
元
か
ら
の
申
請
事
業
で
あ
る
。
ま
た
、
地
元
自

治
会

の
構

成
員

に
よ

り
推

進
委

員
を

選
出

し
て

い
る

。

市
町
村
の
協
力
体
制

地
元
説
明
や
用
地
取

得
(
用
地
使
用
承
諾
)
に
関
し
て
市
町
村
の
支
援
が
あ
る

○
市
に
県
営
事
業
の
地
元
調
整
担
当
の
職
員
が
い

る
。

用
地
取
得
の
難
易
度

地
域
地
権
者
等
の
同

意
又
は
理
解
が
得
ら
れ
て
い
る

○
地
元
の
１
０
０
％
同
意
が
と
れ
る
見
込
み
で
あ

る
。

法
令
に
基
づ
く
調
整
事
項

法
令
に
基
づ
く
調
整

事
項
が
あ
る
（
国
立
公
園
等
）

○
道
路
協
議
が
必
要
で
あ
り
、
事
前
協
議
済
み
で

あ
る

。

都
道
府
県
や
市
町
村
が
策
定
す
る
振
興
計
画
や
農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
と
の

整
合
性

○
大
分
県
農
林
水
産
業
振
興
計
画
、
農
業
農
村
整

備
長

期
計

画
と

の
整

合
が

図
ら

れ
て

い
る

。
豊
後
高
田
市
の
農
業
振
興
計
画
等
と
の
整
合
が

図
ら

れ
て

い
る

。

担
い
手
ア
ク
シ
ョ
ン
サ
ポ
ー
ト
事
業
の
農
地
の
利
用
調
整
活
動
等
の
市
町
村
等

の
耕
作
放
棄
地
解
消
の
た
め
の
施
策
と
の
整
合
性

－
該
当
な
し

高
生
産
性
優
良
農
業
地
域
対
策
に
基
づ
く
広
域
農
業
農
村
整
備
促
進
計
画
と
の

整
合
性

－
該
当
な
し

事
業
実
施
に
係
る
根
拠
法
令
（
条
項
）

○
土
地
改
良
法
（
昭
和
2
4
年
法
律
第
1
9
5
号
）
に
基

づ
き

事
業

申
請

。

事
業
実
施
要
綱
・
要
領
に
規
定
さ
れ
た
事
業
内
容
、
採
択
基
準
の
要
件
へ
の
適

合
状
況

○
事
業
実
施
要
綱
要
領
等
に
規
定
さ
れ
た
事
業
内

容
、

採
択

基
準

の
要

件
に

適
合

し
て

い
る

。

他
事

業
と

の
関

連
他
事
業
の
実
施
状
況
、
連
携
に
よ
る
効
果
、
進
捗
状
況
等

－
該
当
な
し

施
工
時
期
、
期
間
の
制
限

工
事
の
時
期
や
期
間

に
制
限
が
あ
る
（
観
光
地
等
）

－
該
当
な
し

技
術
的
難
易
度

地
形
、
地
質
、
水
利

状
況
等
か
ら
み
て
、
当
該
事
業
の
施
工
の
技
術
的
実
現
性

○
施
工
は
技
術
的
に
可
能
で
有
り
、
特
に
問
題
は
な

い
。

＊
評

価
項

目
（
小

項
目

の
細

別
）
は

対
象

事
業

の
内

容
に

よ
り

記
述

が
異

な
る

場
合

が
あ

る
。

＊
「
該
当
及
び
適
否
」
の
欄
で
該
当
し
て
適
で
あ
れ
ば
「
○
」
、
該
当
す
る
が
不
適
で
あ
れ
ば
「
×

」
、
該
当
し
な
け
れ
ば
「
－
」
を
記
入
す
る
。

＊
「
該
当
及
び
適
否
」
の
欄
の
「
必
須
」
の
欄
が
「
○
」
で
な
け
れ
ば
採
択
は
不
可
と
す
る
。

小
 
項

 
目

 
の

 
具

 
体

 
的

 
な

 
内

 
容

（
記

載
例

）

○
必
要
性
・
緊
急
性

○
コ
ス
ト
縮
減

事
業
の

必
要
性

事
業
手
法

・
工
法
の

妥
当
性

○
工
法
の
妥
当
性

緊
急
を
要
す
る
現
状
の
課
題

事
業
実
施
に
よ
り
得
ら
れ
る
効
果

該
当
及
び
適
否

小
項
目

小
項
目
の
細
別

上
位
計
画
等
と
の
関
連

事
業

の
根

拠
法

令
・
採

択
要

件

○
事
業
の
成
立
性

大
 
項
 
目

中
　
　
項
　
　
目

事
業

実
施
環
境

○
事
業
の
特
殊
性

○
整
備
効
果

○
事
業
の
実
効
性

○
環
境
等
へ
の
配
慮
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様式２－１

竹田市大字小塚、菅生、今、戸上、川床

事業採択年度 採択年度： Ｈ１６年度 Ｈ１６年度

事業実施予定期間 当初： Ｈ１６　～　Ｈ２１ 変更： Ｈ１６　～　Ｈ３３

計画概要

計画期間

工　　　種 数　量 金額（百万円） 数　量 金額（百万円） 数　量 金額（百万円） 数　量 金額（百万円）

【生産基盤】 1,674.0 1,688.0 1,688.0 2,520.9

農業用用排水施設 299.2ha 1,518.0 299.2ha 1,500.0 299.2ha 1,500.0 324.0ha 2,140.8

農道整備 3,380.0m 156.0 3,380.0m 188.0 3,380.0m 188.0 5,490.0m 316.1

区画整理 4.3ha 64.0

【営農環境】 24.0 24.0 24.0 288.0

営農用水施設 2地区 24.0 2地区 24.0 2地区 24.0 2地区 240.0

集落防災安全施設 3地区 18.0

農作業準備休憩施設 2ヶ所 30.0

事業費計 1,698.0 1,712.0 1,712.0 2,808.9

事務費 85.0 67.0 67.0 152.4

計 1,783.0 1,779.0 1,779.0 2,961.3

変更内容・理由

※H29年度までの進捗率 ： 51.1％

事業年度 年度事業費 累計事業費 進捗率％

全体（当初） 1,783.0 （単位：百万円）

H23年度まで 835.3 用排水 農道 28.2

H24 163.4 998.7 用排水 33.7

H25 46.0 1,044.7 用排水 35.3

H26 53.8 1,098.5 用排水 37.1

H27 240.4 1,338.9 用排水 45.2

H28 71.4 1,410.3 用排水 47.6

H29 101.9 1,512.2 用排水 51.1

H30 210.0 1,722.2 用排水 58.2

H31 420.0 2,142.2 用排水 区画整理 72.3

H32以降残 819.1 2,961.3 100.0

事
業
の
概
要

事
業
費
の
推
移

事業の目的

事業進捗の状況

全
体
事
業
概
要

未着工・未完了の理由

工　　　種

全工種

中山間地域総合整備事業

第1回変更（H２０年）当初計画 第2回変更（H２５年）

H１６～H２８

　国営事業の計画変更が確定したため、あわせて本地区も計画変更を実施する必要が生じた。また、玉来ダム本体工事の残土
を利用し、未整備農地の区画整理を実施することにより、優良農地を確保する。
（農業用用排水施設）国営事業の計画変更に伴う受益地の増および単位面積あたりの管水路や末端給水施設の増による変
更。
（区画整理）　玉来ダム建設事業に伴う発生土処理に併せて実施し、優良農地の確保を図る。
（集落防災安全施設）　防火水槽の老朽化に伴い再整備を行い、防災安全の確保を図る。
（農作業準備休憩施設）　共同利用農業機械の保管および農業者の休息施設を整備し、作業環境の向上を図る。

摘要

第3回変更（H２９年）

H１６～H３３H１６～H２１ H１６～H２５

　本事業は、国営かんがい排水事業大野川上流地区により熊本県産山村に建設された大蘇ダムの用水を有効利用するため
に、末端かんがい施設整備を進め農業用水の安定供給を図るとともに、農道、営農飲雑用水等の整備を一体的に行うものであ
る。
　本地区は、高冷地という地理的条件を活用し、経営規模も大規模農家が多い県内有数の畑作地帯である。しかし、地質・地形
的に河川からの取水が困難であり恒常的な用水不足のため、基盤整備が急務となっている。また、生産物の効率的な流通体制
の確立のため、農道整備も地元の要望が強い。
　農業用水の安定供給に伴い、品質の向上及び生産性を高め農業経営の安定を目指す。

　関連事業となる国営事業の第三回計画変更が、H28年9月に確定し、大蘇ダムの浸透抑制対策工事がH31年度に完了する計
画となった。以上の外的要因等により、当初の事業計画内容を見直す必要性が生じた。

再　　評　　価　　書

大幅な事業費の増加

竹田西部地区

着工年度：

事業名・路線河川港地区名等

所在地・工区名

再評価基準

－6-1－



様式２－２

費用便益の分析

対
応
方
針

「継続」

　国営事業については、H31年度の完成を目指し計画的な工事が実施されており、末端水路整備を行う県営事業は国
営事業の進捗に合わせた事業推進が必要である。

対応方針案

理由

・関連事業で上位計画に位置づけられる「国営大野川上流土地改良事業」については、H28年度に第三回の計画変更
が確定しており、現在、大蘇ダムの浸透抑制対策工事を実施中ある。H31年度の国営事業完了にあわせて、末端県営
施設の整備調整は、H33年度を目指している。
・大分県農林水産業振興計画、大分県農業農村整備長期計画との整合が図られている。
・竹田市の農林業振興計画等との整合が図られている。
・土地改良法による事業である。
・負担区分：農業用用排水施設、区画整理（国：55.0％、県：30.0％、市：10.0％、地元：5.0％）
　　　　　　　 農道整備（国：55.0％、県：30.0％、市：15.0％）
　　　　　　　 農業集落防災安全施設、農作業準備休憩施設（国：55.0％、県：25.0％、市：20.0％）
　　　　　　　 営農用水施設（国：55.0％、県：25.0％、市：15.0％、地元：5.0％）

・工期について、国営事業と調整を図りながら推進する必要がある。
・畑地での用水路整備工事であり、技術的な特殊性はない。

事業の成立性

事
業
実
施
環
境

事
業
環
境
の
変
化

社会状況の変化
（社会・経済情勢の変
化）

環境等への配慮

・竹田市の農家戸数   　　　　　　　 　H17 3,730戸　　　        →　H27 2,974戸 　　　         △756戸(△20.3%)
・竹田市の農業産出額　　　　　　　 　H17 1,801百万円        →　H27 2,284百万円　       +483百万円(+26.8%)
・上記の内野菜の産出額（占有率）　H17 493百万円(27.3%)  →　H27 914百万円(40.0%)　+421百万円(+85.4%)
　農業従事者の高齢化や後継者不足を背景に農家戸数が減少する中、農業生産基盤の整備促進や高生産性農業へ
の取り組み等により、農業産出額は大きく伸びている。特に野菜の割合が高まっており、今後も大蘇ダムの水を活用し
た農業経営の安定化及び高収益化が期待される。

　地元や関係市からの要望も強く、事業実施への理解、協力は得られている。また、関連事業である国営大野川上流
土地改良事業の第三回計画変更の同意も得ている。
　　　H28.9　国営大野川上流土地改良事業の第三回計画変更確定
　　　H29.7　当該受益が竹田市土地改良区菅生畑かん工区として、編入される。

　国営事業により整備された大蘇ダムを新規水源としパイプライン化された畑地かんがいを実施し、季節に応じた農作
物の作付けを行う複合経営を実現する。さらに、条件不利地域の整備、農産物流通の合理化等を総合的に行うため、
竹田市の西部地域を農業・農村の発展に向けた事業実施区域に設定し、総合的な整備により本地域の活性化を促進
する。
　また、国営事業がＨ３１年度完了することに併せ、本地区の事業完了年度をＨ３３年度とする。必要性・緊急性

事
業
手
法
・
工
法
の
妥
当
性

整備効果

地元情勢の変化

【農業生産基盤】
・農業用用排水施設　大蘇ダムの水を活用した大規模畑作経営を安定させる。
・農道整備　　　　　　　狭小かつ路面状況の悪い農道を整備し、円滑な農産物出荷を計る。
・区画整理　　　　　　　玉来ダム建設事業と連携した建設発生土を活用した区画整理を行い、優良農地の確保を図る。
【営農環境整備事業】
・営農用水施設　　　　水源施設～配水タンクまでの老朽化した施設を更新し、生活環境基盤を整える。
・集落防災安全施設　防火水槽の老朽化に伴い再整備を行い、防災安全効果を図る。
・農作業準備休憩施設　共同利用農業機械の保管や農作業従事者の休息箇所を整備し営農環境の向上を図る。

工法の妥当性

・土地改良法を始めとした関係法令及び農林水産省監修の各技術基準等に準拠している。
・配水の起点となるファームポンドから関係受益農地までの配管計画において、必要となる減圧施設や加圧施設につ
いて、経済性はもとより維持管理性も考慮した上で設置計画を検討している。

コスト縮減

費用便益比（B/C)

・発生した掘削土を埋め戻しや盛土に流用し、地区内で完結させることにより環境に配慮している。
・工事実施においては、低騒音、低排出ガス型の建設機械を使用し、生活環境に配慮している。

　効果算定方式が、総事業費・妥当投資額による投資効率方式から、総費用・総便益費による総費用総便益比方式の
算定に変更となったため、今回見直しを行った。また、国営事業の計画変更にあわせて作付体系等の見直しを行った
結果、人参などの品目の追加により、総便益の増となった。

事
業
の
必
要
性

事業の実効性

費
用
便
益
分
析

・土地改良法に基づく地元から申請された事業であり、変更内容についても地元の同意を得ている。
・関係受益者で構成する「竹田市土地改良区菅生畑かん工区」が組織されている。
・竹田市において大野川上流地域の農業振興に特化した組織「大野川上流推進室」を農林整備課内に設置し、市、地
元の事業推進体制が整備されている。

・各施設を設計するにあたり、用地買収や地上権設定の伴わない公道に埋設し、コスト縮減に努めている。
・管水路工事を実施するにあたり、既設路盤材を利活用することにより、建設副産物の発生を抑制している。

H25　再評価時 今回　再評価時

1.0 1.0 1.2

再　　評　　価　　書

事業採択時

事業の特殊性

－6-2－
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様式２－３

費用便益内訳書 （金額単位 ： 千円）

事　業　名 中山間地域総合整備事業　　竹田西部地区

総費用 (A) 施　　設　　名 整備規模 事　業　費 備　　　　考

農業用用排水施設 　　A=324ha 15,289,672 本事業費＋関連事業費(国営かんぱい)

農道整備 　　L=5,490m 332,032 本事業費

投資期間 区画整理 　　A=4.3ha 67,200 本事業費

H16～H73 営農用水施設 　　n=2地区 252,000 本事業費

農業集落防災安全施設 　　n=3地区 18,900 本事業費

農作業準備休憩施設 　　n=2ヶ所 31,500 本事業費

15,991,304 割引前の総費用

総　便　益 便　益　額 備　　　　考

作物生産効果 599,644 キャベツ等生産量の増加効果

品質向上効果 6,910 キャベツ等単収の増加効果

測定期間 営農経費節減効果 39,426 労働時間の短縮等の効果

H16～H73 維持管理費節減効果 △ 5,642 施設の変更による維持管理費の増減効果

走行経費節減効果 34,692 輸送コストの節減額

地域用水効果 8,143 営農用水施設の整備効果

地籍確定効果 83 国土調査費の節減

生活改善効果 78 ｱﾝｹｰﾄによる支払い意志額

災害時応急対策効果 933 農業集落防災安全施設の利用効果

国産農産物安定供給効果 135,213 国産生産物の安定供給に寄与する効果

819,480 割引前の総便益

総費用額 (C) 13,597,956 割引率を４％として事業費を現在価値化したものの合計

総便益額 (B) 16,686,680 割引率を４％として便益額を現在価値化したものの合計

　　　　　　　　16,686,680　／　13,597,956　＝　1．22　≒　１．２

合　　　　　計

費用便益比
率 (B/C)

評　　　価　　　項　　　目

合　　　　　計

－6-4－



　
部

内
再

評
価

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
(
中

山
間

地
域

総
合

整
備

事
業

)
地

区
名

（
　

竹
田

西
部

　
）

整
備

が
必

要
な

主
た

る
理

由
現

状
の

課
題

か
ら

事
業

が
必

要
な

主
な

理
由

■
■

自
然

的
、

経
済

的
、

社
会

的
に

恵
ま

れ
ず

生
産

条
件

が
不

利
で

あ
る

こ
と

か
ら

当
該

事
業

が
必

要
で

あ
る

。
（

変
更

な
し

）

機
能

低
下

■
■

・
地

形
的

に
河

川
か

ら
の

取
水

が
困

難
で

恒
常

的
な

用
水

不
足

が
あ

り
、
さ

ら
に

農
産

物
の

流
通

網
の

整
備

が
遅

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
用

水
の

安
定

供
給

確
保

、
流

通
網

と
し

て
の

農
道

、
集

落
道

の
整

備
が

急
務

と
な

っ
て

い
る

。
（

変
更

な
し

）

耐
用

年
数

経
過

□
□

・
既

存
施

設
な

し

維
持

管
理

費
の

割
高

□
□

（
該

当
な

し
）

関
連

事
業

と
の

進
捗

調
整

等
関

連
事

業
と

の
進

捗
調

整
が

必
要

で
あ

る
■

■
・

関
連

す
る

国
営

か
ん

が
い

排
水

事
業

大
野

川
上

流
地

区
と

調
整

を
図

る
必

要
が

あ
る

。

農
業

生
産

性
の

維
持

向
上

■
■

土
地

生
産

性
及

び
労

働
生

産
性

の
維

持
・

向
上

効
果

額
（

受
益

面
積

あ
た
り

）
【

注
：

効
果

項
目

は
年

効
果

額
・

千
円

】
（

変
更

な
し

）

農
村

生
活

環
境

の
整

備
■

■
・

農
村

の
定

住
条

件
に

関
し

て
、

①
安

全
性

向
上

、
②

保
健

性
向

上
、

③
利

便
性

向
上

、
④

快
適

性
向

上
 
が

見
込

ま
れ

る
。

（
変

更
な

し
）

（
※

そ
の

他
細

別
項

目
記

入
）

□
□

○
費

用
対

効
果

分
析

費
用

便
益

分
析

（
B/

C）
等

費
用

便
益

分
析

(
B/

C)
１

以
上

、
も

し
く

は
貨

幣
化

が
困

難
な

効
果

を
考

慮
し

た
場

合
に

費
用

を
超

え
た

効
果

が
見

込
ま

れ
る

■
■

Ｂ
／

Ｃ
＝

　
（

前
回

）
1
.
0
 
（

今
回

）
1
.
2
 
＞

 
1
.
0

関
係

法
令

・
技

術
基

準
等

と
の

適
合

関
係

法
令

や
技

術
基

準
等

へ
の

適
合

状
況

■
■

土
地

改
良

設
計

基
準

に
基

づ
き

、
適

合
し

た
工

法
を

採
用

し
て

い
る

。
（
変

更
な

し
）

複
数

案
の

検
討

事
業

効
果

及
び

経
済

性
に

お
け

る
複

数
案

の
検

討
状

況
■

■
地

域
の

条
件

に
応

じ
た

工
法

等
を

採
用

し
、

経
済

的
施

工
と

し
て

い
る

。
（

変
更

な
し

）

コ
ス

ト
縮

減
に

向
け

た
具

体
的

施
策

コ
ス

ト
縮

減
に

向
け

た
工

種
・

工
法

の
導

入
■

■
工

法
等

の
比

較
検

討
を

行
い

、
経

済
的

な
工

法
を

採
用

し
て

い
る

。
（

変
更

な
し

）

地
域

材
、

建
設

副
産

物
の

有
効

利
用

地
域

材
の

有
効

利
用

、
地

域
内

発
生

の
建

設
副

産
物

の
使

用
■

■
各

地
区

の
残

土
は

、
近

隣
の

他
事

業
と

調
整

を
図

る
こ

と
で

運
搬

距
離

の
短

縮
に

よ
る

コ
ス

ト
縮

減
に

努
め

る
。

（
変

更
な

し
）

自
然

環
境

へ
の

配
慮

周
辺

の
自

然
環

境
へ

の
影

響
と

負
荷

軽
減

対
策

■
■

低
排

出
ガ

ス
型

の
建

設
機

械
を

使
用

す
る

。
（

変
更

な
し

）

周
辺

の
住

環
境

へ
の

配
慮

周
辺

の
住

環
境

の
状

況
と

負
荷

軽
減

対
策

■
■

低
騒

音
型

の
建

設
機

械
を

使
用

す
る

。
（

変
更

な
し

）

景
観

の
配

慮
周

辺
の

景
観

へ
の

配
慮

■
■

盛
土

工
事

に
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

擁
壁

等
の

使
用

を
控

え
、

周
辺

景
観

と
の
調

和
を

図
っ

て
い

る
。

（
変

更
な

し
）

残
土

処
理

の
状

況
残

土
処

理
土

量
の

低
減

対
策

と
処

理
地

で
の

環
境

配
慮

■
■

残
土

処
理

地
：

事
業

区
域

内
で

処
理

を
行

う
。

（
変

更
な

し
）

文
化

財
の

保
護

文
化

財
等

の
調

査
及

び
保

護
□

□
該

当
な

し

地
元

要
望

、
協

力
体

制
要

望
書

の
提

出
、

事
業

実
施

に
対

す
る

推
進

体
制

が
あ

る
■

■
土

地
改

良
法

に
基

づ
く

、
地

元
か

ら
申

請
さ

れ
た

事
業

で
あ

る
。

土
地

改
良

区
と

調
整

を
図

り
事

業
推

進
を

し
て

い
る

。
（

変
更

な
し

）

市
町

村
の

協
力

体
制

地
元

説
明

や
用

地
取

得
(
用

地
使

用
承

諾
)に

関
し

て
市

町
村

の
支

援
が

あ
る

■
■

市
に

県
事

業
の

地
元

調
整

担
当

の
職

員
が

い
る

。
（

変
更

な
し

）

用
地

取
得

の
難

易
度

地
域

地
権

者
等

の
同

意
又

は
理

解
が

得
ら

れ
て

い
る

■
■

土
地

改
良

法
手

続
に

よ
り

、
受

益
者

の
同

意
を

得
て

い
る

。
（

変
更

な
し
）

法
令

に
基

づ
く

調
整

事
項

法
令

に
基

づ
く

調
整

事
項

が
あ

る
（

国
立

公
園

等
）

■
■

道
路

協
議

が
必

要
で

あ
り

、
事

前
協

議
済

み
で

あ
る

。
（

変
更

な
し

）

上
位

計
画

等
と

の
関

連
都

道
府

県
や

市
町

村
が

策
定

す
る

振
興

計
画

や
農

業
振

興
地

域
整

備
計

画
と

の
整

合
性

■
■

大
分

県
農

林
水

産
業

振
興

計
画

、
農

業
農

村
整

備
長

期
計

画
と

の
整

合
が
図

ら
れ

て
い

る
。

事
業

実
施

に
係

る
根

拠
法

令
（

条
項

）
■

■
土

地
改

良
法

第
2
条

第
1
項

に
基

づ
き

事
業

を
実

施
。

（
変

更
な

し
）

事
業

実
施

要
綱

・
要

領
に

規
定

さ
れ

た
事

業
内

容
、

採
択

基
準

の
要

件
へ

の
適

合
状

況
■

■
・

受
益

面
積

 
 
 
 
 
 
3
2
4
h
a
＞

6
0
h
a

・
生

産
基

盤
整

備
　

 
 
3
工

種
＞

2
工

種
・

五
法

指
定

の
過

疎
地

域
（

S
5
5
.
4
）

に
該

当
し

て
い

る
（

変
更

な
し

）

他
事

業
と

の
関

連
他

事
業

の
実

施
状

況
、

連
携

に
よ

る
効

果
、

進
捗

状
況

等
■

■
国

営
か

ん
が

い
排

水
事

業
大

野
川

上
流

地
区

と
連

携
を

図
る

こ
と

で
、

地
域

の
農

業
用

水
の

安
定

供
給

が
図

ら
れ

る
。

（
変

更
な

し
）

施
工

時
期

、
期

間
の

制
限

工
事

の
時

期
や

期
間

に
制

限
が

あ
る

（
観

光
地

等
）

■
■

地
元

農
家

と
営

農
時

期
等

と
の

調
整

を
図

り
工

事
実

施
を

行
う

。
（

変
更
な

し
）

技
術

的
難

易
度

地
形

、
地

質
、

水
利

状
況

等
か

ら
み

て
、

当
該

事
業

の
施

工
の

技
術

的
実

現
性

■
■

大
規

模
な

切
土

及
び

盛
土

の
地

区
も

な
く

、
難

工
事

等
は

予
想

さ
れ

な
い

。
（

変
更

な
し

）

＊
「

小
項

目
の

細
別

」
は

、
対

象
事

業
の

内
容

に
よ

り
記

述
が

異
な
る

場
合

が
あ

る
。

＊
該

当
あ

り
項

目
は

■
、

該
当

な
し

項
目

は
□

で
記

載
。

※
太

枠
着

色
部

は
、

修
正

不
可

（
様

式
統

一
項

目
）

事
業

実
施

環
境

○
コ

ス
ト

縮
減

○
環

境
等

へ
の

配
慮

○
事

業
の

実
効

性

事
業

の
根

拠
法

令
・採

択
要

件
○

事
業

の
成

立
性

○
事

業
の

特
殊

性

事
業

の
必

要
性

事
業

手
法

・
工

法
の

妥
当

性

小
項

目
の

細
別

状
況

（
前

回
評

価
か

ら
の

変
化

点
及

び
現

状
）

大
項

目
中

項
目

小
項

目

緊
急

を
要

す
る

現
状

の
課

題
○

必
要

性
・

緊
急

性

○
整

備
効

果
事

業
実

施
に

よ
り

得
ら

れ
る
効

果

○
工

法
の

妥
当

性

前
回

今
回
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様式１

事業名： 路線、地区名等： 森林基幹道　曽家中西線

日田市大山町西大山字葛払　～　日田市中津江町合瀬字ヲヤトコロ

採択年度： H８年度 着工年度：

計画期間

工種 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円）

開設 10,800 2,800 12,940 3,232 13,448 3,366

計 10,800 2,800 12,940 3,232 13,448 3,366

事　後　評　価　書

事
業
の
概
要

事業名・路線河川港地区名等

所在地・工区名

事業の目的

　本林道の開設により、既設の道路と連携した林内路網ネットワークを構築することで、地域の森林資源の
適正な管理及び保全を図り、林産物の搬出コストの低減や機械化を促進し、効率的な林業経営を行う。

事業着手後に地権者より用地承諾撤回があり、線形変更を行った結果、延長が増となった。
線形変更の結果、地形条件が厳しく法面保護工の追加に経費を要したため事業費が増となった。変更内容・理由

H９～H２５

前回評価（H１８年）

事業を実施する妥当性の観点から、当初の線形決定精度を上げ、事業費の当初見積りの精度を上げる必要
がある。

事
業
の
効
果

必要性

整備効果

環境等への影響

事
業
の
検
証

当該事業の今後の課題

同種事業に関する今後の
計画や調査のあり方

その他特記事項

工法の妥当性

・費用便益分析比（Ｂ／Ｃ）＝１．１

費用対効果分析

事業の実効性の確認
（事業採択時からの変化の状況）

コスト縮減

地元住民、関係者等の事業に対する理解や協力は十分であり、事業の早期完成に喜ぶ声が大きい。また、
起終点の交差点協議や保安林の作業許可、伐採届等必要な手続きは完了している。

骨格となる林道が完成したことから、支線として林業専用道や森林作業道を作設し、早期に間伐や主伐を実
施する必要がある。

対
応
方
針

対応方針案

理由

特になし

今回の5年目の事後評価で評価は完了とする。

事業後の林道の活用状況や事業の効果などから今後も引き続き有効活用されるものと判断されるため。

・作業道等の路網が整備され、林業経営の効率化・森林の適正な維持管理等が促進された。
・周辺の原木市場や木材加工施設への木材の供給量が増え、地域の林業の振興が図られた。
・切り捨てになっていた間伐材や未利用材を木質バイオマス発電所の燃料として有効利用が図られた。
・尾根部や急傾斜地等の木材生産に適さない地域では、広葉樹林化により多面的機能（土砂流出の防止
  等）を重視した森林への転換が図られる。
・集落間を結ぶ生活道として活用され、山間集落の生活環境の改善が図られた。

事業計画の推移

H９年度

社会・経済情勢の変化

当初計画

事
業
の
実
施
状
況

・林道のルートは、地形・地質・周辺環境・経済性等を総合的に比較し、決定している。
・主要構造物については、各工法の経済比較を行い、採用している。
・適用法令は森林法、技術基準は林道規定等であり、適合した工法を採用している。

・路側構造物には安価なＬ型擁壁や補強土壁工を採用している。
・土工量・構造物の設置が最小限となるよう線形を選定している。
・間伐材を有効利用した柵工等を盛土法面に設置することで、法面浸食の防止を図っている。

・掘削土の現場内処理（林業作業用施設の構築）に努め、周辺環境への影響の縮減を図っている。
・既設作業道の有効利用による切土、盛土量の低減
・工事の使用機種に「排ガス対策型」を指定し、二酸化炭素排出の抑制に努めている。
・法面については植生による緑化を図ることで自然環境への負荷を軽減し、間伐材を柵工等として利用する
　など、木材利用及び景観配慮に努めている。

H９～H２５

道整備交付金事業

事業採択年度

事業の内容

全
体
事
業
概
要

開設延長：１３，４４８ｍ、幅員：５．０ｍ、設計速度：３０ｋｍ/ｈ

本林道計画地域は、利用区域面積６９８haで人工林率90％と高く、間伐などの森林施業を実施するのが急務
な地域であるが、現状は狭幅員の作業道があるだけで、幹線となる路線がなく、適正な森林施業及び森林資
源の有効な活用に支障を来している。このため、路網整備の推進と効率的な森林整備を行っていくために本
林道は必要である。

・日田市にバイオマス発電所が整備された（H25年11月）

最終精算（H２４年）

H９～H２４
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事
　

業
　

概
　

要
　

図

管
内

図
等

を
利

用
し

、
事

業
の

概
要

を
説

明
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林
道

事
業

　
事

後
評

価
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

大
項

目
中

項
目

小
項

目
小

項
目

の
細

別
評

価
具

体
的

な
内

容

必
要

性
整

備
が

必
要

な
主

た
る

理
由

当
初

計
画

時
の

課
題

や
社

会
情

勢
の

変
化

を
踏

ま
え

、
事

業
が

必
要

と
さ

れ
た

主
な

理
由

○
適

正
な

森
林

施
業

の
実

施
、

地
域

林
業

の
活

性
化

、
一

般
交

通
路

等
と

し
て

の
活

用
。

森
林

へ
の

ア
ク

セ
ス

改
善

状
況

○
高

性
能

林
業

機
械

等
の

大
型

機
械

の
搬

入
及

び
大

型
ト
ラ

ッ
ク

で
の

木
材

の
搬

出
が

で
き

森
林

施
業

の
効

率
化

が
図

れ
た

。

森
林

整
備

の
活

性
化

状
況

○
林

道
の

整
備

に
よ

り
８

１
ｈ

ａ
の

森
林

整
備

（
主

伐
・
間

伐
）
が

図
れ

た
。

一
般

交
通

路
と

し
て

の
活

用
○

集
落

間
を

結
ぶ

事
が

で
き

、
経

路
短

縮
等

の
効

果
が

得
ら

れ
た

。

社
会

経
済

的
影

響
○

副
次

的
な

効
果

も
含

め
て

、
波

及
効

果
が

あ
っ

た
。

老
朽

化
対

策
に

係
わ

る
効

果
-

維
持

管
理

に
つ

い
て

は
市

町
が

実
施

す
る

た
め

【
該

当
し

な
い

】

地
域

防
災

計
画

・
地

域
強

靱
化

計
画

－
【
該

当
な

し
】

長
寿

命
化

計
画

な
ど

-
維

持
管

理
に

つ
い

て
は

市
町

が
実

施
す

る
た

め
【
該

当
し

な
い

】

そ
の

他
の

効
果

○
災

害
時

迂
回

路
と

し
て

の
利

用
等

、
当

初
設

定
し

た
林

業
活

動
以

外
の

目
標

が
達

成
で

き
た

。
適

切
な

森
林

管
理

が
行

わ
れ

る
こ

と
で

、
森

林
認

証
材

と
し

て
木

材
の

付
加

価
値

を
高

め
る

こ
と

が
で

き
た

。

利
用

者
や

地
元

住
民

の
評

価
利

用
者

や
地

元
住

民
の

評
価

や
意

見
等

○
利

用
者

や
地

元
住

民
が

要
望

し
た

目
的

が
達

成
さ

れ
評

価
さ

れ
た

。

費
用

対
効

果
分

析
費

用
便

益
分

析
（
B

/
C

）
等

B
/
C

算
出

結
果

、
も

し
く

は
B

/
C

に
よ

る
評

価
を

行
わ

な
い

場
合

の
理

由
と

評
価

の
考

え
方

○
Ｂ

／
Ｃ

　
（
当

初
）
　

算
出

し
て

い
な

い
．

Ｈ
１

８
再

評
価

時
１

．
１

５
≒

１
．

２
、

　
　

（
最

終
）
　

１
．

０
８

≒
１

．
１

事
業

費
の

増
及

び
森

林
整

備
事

業
量

の
変

動
に

よ
る

。

工
法

の
妥

当
性

工
法

・
ル

ー
ト
の

妥
当

性
当

初
計

画
か

ら
の

見
直

し
状

況
、

経
済

性
へ

の
検

討
状

況
○

事
業

着
手

後
に

用
地

承
諾

の
撤

回
が

あ
り

、
路

線
の

ル
ー

ト
変

更
に

伴
い

延
長

増
と

な
っ

た
（
前

回
評

価
承

認
済

）
。

コ
ス

ト
縮

減
コ

ス
ト
縮

減
に

向
け

た
具

体
的

取
組

コ
ス

ト
縮

減
に

向
け

た
工

種
・
工

法
の

取
組

状
況

○
路

側
構

造
物

に
安

価
な

L
型

擁
壁

や
補

強
土

壁
工

の
採

用
、

既
設

作
業

道
を

利
用

し
土

工
量

を
縮

減
す

る
こ

と
に

よ
り

、
コ

ス
ト
縮

減
を

図
っ

た
。

自
然

環
境

へ
の

影
響

自
然

環
境

の
保

全
や

負
荷

軽
減

措
置

○
法

面
の

緑
化

や
既

設
作

業
道

を
利

用
し

た
切

土
・
盛

土
の

低
減

等
の

地
域

の
景

観
や

野
生

動
植

物
の

生
息

・
生

育
環

境
等

に
配

慮
し

た
工

種
・
工

法
を

採
用

し
た

。

周
辺

の
住

環
境

へ
の

影
響

周
辺

の
住

環
境

へ
の

負
荷

軽
減

対
策

状
況

○
低

排
出

型
、

低
騒

音
、

低
振

動
型

の
建

設
機

械
を

使
用

し
環

境
及

び
周

辺
住

民
へ

の
負

荷
軽

減
を

行
っ

た
。

景
観

へ
の

影
響

設
置

し
た

構
造

物
等

の
周

辺
景

観
調

和
状

況
○

切
取

法
面

、
盛

土
法

面
は

、
可

能
な

限
り

緑
化

工
を

施
工

す
る

こ
と

に
よ

り
景

観
に

配
慮

し
た

。

残
土

処
理

の
状

況
残

土
処

理
土

量
の

低
減

対
策

と
処

理
地

で
の

環
境

配
慮

○
切

取
土

で
の

擁
壁

構
築

（
補

強
土

壁
）
や

林
業

用
作

業
施

設
等

の
設

置
を

行
う

こ
と

で
、

事
業

地
内

で
の

利
用

に
努

め
た

結
果

、
事

業
地

外
へ

の
残

土
の

搬
出

は
無

か
っ

た
。

地
元

の
協

力
状

況
地

元
の

協
力

体
制

や
当

初
計

画
時

か
ら

の
地

元
要

請
の

変
化

等
へ

の
対

応
状

況
○

地
元

か
ら

の
協

力
が

得
ら

れ
、

特
殊

な
事

例
が

あ
っ

た
場

合
は

適
切

な
対

応
を

行
っ

た
。

法
令

等
に

基
づ

く
調

整
事

項
・
手

続
き

法
令

等
に

基
づ

く
調

整
事

項
・
手

続
き

の
状

況
○

森
林

法
、

県
道

接
続

等
に

係
る

協
議

･手
続

き
を

行
っ

た
。

当
該

事
業

の
今

後
の

課
題

当
該

事
業

の
今

後
の

課
題

今
後

の
課

題
と

改
善

措
置

○
骨

格
と

な
る

林
道

が
完

成
し

た
こ

と
か

ら
、

支
線

と
し

て
林

業
専

用
道

や
森

林
作

業
道

を
作

設
し

、
早

期
に

間
伐

や
主

伐
を

実
施

す
る

必
要

が
あ

る
。

同
種

事
業

に
関

す
る

今
後

の
計

画
や

調
査

の
あ

り
方

今
後

の
計

画
や

調
査

の
あ

り
方

同
種

事
業

に
関

す
る

今
後

の
計

画
や

調
査

の
あ

り
方

へ
の

提
案

○
事

業
を

実
施

す
る

妥
当

性
の

観
点

か
ら

、
事

業
費

の
当

初
見

積
も

り
の

精
度

を
上

げ
る

必
要

が
あ

る

そ
の

他
特

記
事

項
そ

の
他

特
記

事
項

そ
の

他
の

課
題

や
改

善
提

案
等

－
特

に
な

し

評
価

指
標

評
価

が
○

の
場

合
  

  
→

　
　

　
事

業
の

目
標

を
達

成
し

、
事

業
効

果
が

発
現

し
て

い
る

。

評
価

に
△

が
あ

る
場

合
　

　
 →

　
　

 概
ね

事
業

の
目

標
を

達
成

し
て

い
る

が
、

課
題

等
に

つ
い

て
今

後
も

継
続

し
て

対
応

が
必

要
で

あ
る

。

評
価

に
×

が
あ

る
場

合
　

　
 →

　
　

 早
急

な
対

応
及

び
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
お

こ
な

う
必

要
が

あ
る

。

 事
業

の
検

証

 事
業

の
効

果

整
備

効
果

事
業

実
施

に
よ

り
得

ら
れ

た
効

果

事
業

の
実

施
状

況

環
境

等
へ

の
影

響

事
業

の
実

効
性

の
確

認
（
事

業
採

択
時

か
ら

の
変

化
の

状
況

）
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大分県事業評価監視委員会傍聴要領

（趣旨）

第１条 この要領は、大分県事業評価監視委員会設置要綱第４条第４項の規定に基づ

き、大分県事業評価監視委員会（以下「委員会」という。）の傍聴に関し必要

な事項を定めるものとする。

（委員会の開催の周知）

第２条 委員会の開催は公開とし、所定の方法により周知するものとする。周知後に

公表内容の変更が生じた場合も同様とする。

２ 周知の内容は、委員会の名称、開催日時、場所、議題、傍聴の可否、傍聴人

の定員、傍聴手続き、問い合わせ先、その他必要な事項とする。

（傍聴人）

第３条 傍聴人とは、委員長の許可を得て、委員会を傍聴する者をいう。ただし、次

の各号のいづれかに該当する者は除く。

一 他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物品を携帯している者

二 酒気等を帯びていると認められる者

三 その他議事を妨害することを疑うに足りる顕著な事情が認められる者

（一般傍聴席の傍聴人の定員）

第４条 一般傍聴席の傍聴人の定員は２０人以内とし、議場の大きさによりあらかじ

め決定する。ただし、委員長が特別の事情があると認める場合は、委員長は別

に定員を決めることができる。

（一般傍聴の受付）

第５条 一般傍聴を希望する者は、委員会当日の会場受付にて先着順で一般傍聴受付

簿に氏名、住所を記入する。受付を終了した者は一般傍聴券、資料、傍聴要領

の交付を受け、入場することができる。なお、一般傍聴の受付は受付時間内であっ

ても傍聴希望者が定員となり次第終了する。

（一般傍聴券の携帯及び提示）

第６条 一般傍聴者は、一般傍聴券の交付を受け、これを携帯し、事務局員から要求

があったときは、これを提示しなければならない。

（一般傍聴券の通用期限）

第７条 一般傍聴券は、交付当日限り通用する。

（一般傍聴人の会議室における遵守事項）

第８条 一般傍聴人は、次の事項を守らなければならない。

一 委員長及び事務局員の指示に従うこと。

二 静粛にし、拍手その他の方法により賛成、反対の意向を表明しないこと。

三 飲食又は喫煙をしないこと。

四 みだりに席を離れないこと。

五 はち巻、腕章、たすき、ゼッケン、ヘルメットの類を着用したり、張り紙、旗、

垂れ幕の類を掲げる等示威的行為をしないこと。

六 携帯電話、PHS、ポケットベル等これらの類について会場内での使用は禁止と
し、受信音等についても鳴らないようにすること。

七 写真撮影、録画、録音等を許可なく行わないこと。

八 その他会場の秩序を乱し、又は会議の支障となる行為をしないこと。
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（報道関係者の会議室における遵守事項）

第９条 報道関係者は、節度ある取材を行うとともに、委員長及び事務局員の指示に従う

こと。

（委員会の一時非公開）

第 10 条 会議の内容が、大分県情報公開条例（大分県条例平成１２年条例第４７号）第

７条各号に規定する情報に該当する場合、又は会議を公開することにより、公平

かつ円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的が達成できないと明らかに予想さ

れるとき、委員長は非公開であることを宣言し、委員会を一時非公開とすること

ができる。

（傍聴人の退場）

第 11条 傍聴人は、次の各号に掲げる場合には、速やかに退場しなければならない。

一 前条の規定により委員長が非公開であることを宣言したとき。

二 傍聴人がこの要領に違反し、委員長が注意した後もなおこれに従わずに委員長

が退場を命じたとき。

２ 前項第二号の規定により退場を命ぜられた者は、当日再び会議室に入ることはで

きない。

（その他）

第 12条 この要領に定めるもののほか、傍聴に関して必要な事項は別に定める。

附 則

この要領は、平成１５年 ４月 １日から施行する。


